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要       旨 

 

１ 作成の背景 

2013年に、日本学術会議歯学委員会は我が国の歯科医学研究の強みや課題、今後進むべ

き方向性を的確に捉えるための報告「我が国における歯科医学の現状と国際比較」を発出し

た。この報告の発出後、歯学は着実な発展をしたと考えられるが、その間に「人類の生存基

盤」や「人間と科学技術との関係」の再検討など、科学をとりまく社会情勢も様々に変貌し

た。グローバル・アジェンダ、さらには SDGsと、世界の国々そして人々が取り組むべき課

題が新たに提示され、歯学においてもそれらを視野においた新しい取り組みや展望が求めら

れるようになった。さらに我が国全体の研究力の低下が指摘され、さらに、IoT（Internet 

of Things）、人工知能（AI）に代表されるよう仮想空間と現実空間の融合、ビッグデータの

連携がもたらす未来社会（Society 5.0）の観点からも、歯学のあり方を再考することが求

められた。 

そこで、前回の報告発出からほぼ 10年が経過した今、我々の領域を「歯学・口腔科学分

野」として、この 10年間の研究成果を踏まえながら、我が国と諸外国の歯学・歯科医療の

水準や研究開発の動向、進展、Society5.0・SDGsを踏まえた歯学・口腔科学の他学術領域と

の連携、社会への貢献などの分析を行った。 

 

２ 報告の内容 

基礎領域の研究力は、従来の細胞生物学、分子生物学、遺伝子工学、形態学、物性学の知

識や技術に加えて、生命科学の進歩に遅れることなく、超高速シークエンサー、質量分析、

ゲノム編集技術などの革新的技術を取り入れ、各分野で若干の差異はあるものの、諸外国と

比較しても健闘している。ただし「産業技術力」は、その他の多くの研究成果を臨床応用す

る上で、産業界の歯学の社会実装への熱意と商品開発力の低さなど従来から指摘されている

課題がさらに顕在化している。基礎領域８分野（唾液腺、骨・軟骨代謝、歯・顎・顔面の発

生・異常、神経・感覚・運動、免疫・感染、再生歯科医学、がん、歯科バイオマテリアル）

においては、特に骨・軟骨代謝分野や唾液腺分野ですぐれた成果が得られている。 

臨床領域のうち医科との接点や境界領域における予防歯科学、歯周病学、口腔外科学等の

分野では、引き続き高い研究水準、臨床水準を有している。具体的な日本発の研究成果にお

いて、口腔内細菌叢や唾液を対象としたオミクス解析の結果を基にした歯周病の発症・進行

リスクの評価や、同細菌叢が腸内細菌のバランスの乱れ（dysbiosis：マイクロバイオータ

（常在微生物叢）のバランスの乱れ）を介して種々の全身疾患に悪影響を及ぼしていること

を示唆する口腔と全身を繋ぐ新たな機序を明らかにしている。歯周組織再生医療において

は、サイトカイン療法、細胞移植療法等、世界を先導する研究が歯学領域の強みの一つとな

っている。また、頭頸部がんの転移関連遺伝子の探索や、IgG4関連疾患という新しい疾患

概念の提唱などは、日本発で世界を牽引する成果が挙げられている。 

歯学本来の臨床領域での歯科保存学、歯科補綴学、小児歯科学、矯正歯科学などの領域で

もその研究水準、技術開発、臨床水準などは 10年前と比べて維持されている。口腔機能管
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理の重要性を示す多くの研究も発表されており、老年歯科医学分野での口腔機能低下や小児

歯科領域の口腔機能発達不全症などの概念が包括的患者立脚型アウトカムの指標とともに設

定され、その成果は世界を牽引している。一方、デジタル技術を用いた診断や治療法の開

発、デジタルデータの利活用の推進については課題を有している。 

以上のような分析をもとに、歯学・口腔科学分野で、以下のことを進める必要がある。 

 基礎系、臨床系とともにその研究水準は維持しているものの、研究活力の鈍化や研究者

の層の希薄化が認められており、戦略的な研究支援、人材育成が求められる。 

 歯学、口腔科学が包含する領域は、摂食嚥下、栄養、コミュニケーション、呼吸など人

体と外界との接点であり、ヒトの尊厳を維持するために必要な QOLの維持、well-being

と深く関わっている。人と機械や人と環境を繋ぐ領域として、この領域の機能と形態を

維持、回復することの意義を再認識し、多様性と包摂性のある社会の実現に向けての本

領域の学術のさらなる発展が求められる。 

 ビッグデータの解析、バイオインフォマティクスなどの生命科学の進展と密接に関わり

ながら、さらには臨床歯学特有の歯科医療デジタルトランスフォーメーション（DX）を

進めることによって、歯学、口腔科学の発展に寄与するだけでなく、工学などの周辺技

術の発展や医科歯科連携を促す。 
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１ 報告の作成にあたって  
日本学術会議歯学委員会は 2013年に、多くの歯学研究者の協力を得て、歯学研究の水

準や動向に関する国際比較を実施し、我が国の歯科医学研究の強みや課題、今後進むべき

方向性を的確に捉えるための報告「我が国における歯科医学の現状と国際比較 2013」を発

出した。これは、当時、歯科医師の資質や歯学の研究水準の低下、歯科医師の研究離れが

危惧された一方、このような状況から脱却して、さらに良質な歯科医療を国民に提供する

ことが求められた。そのため、All Japanで歯学界の重要かつ喫緊の課題に取組む研究拠

点を構築して、世界をリードする歯科医学・歯科医療を推進することが提案された。 

この報告の発出後、歯学は着実な発展をしたと考えられるが、その間に「人類の生存基

盤」や「人間と科学技術との関係」の再検討など、科学をとりまく社会情勢も様々に変貌

した。グローバル・アジェンダ、さらには SDGsと、世界の国々そして人々が取り組むべ

き課題が新たに提示され、歯学においてもそれらを視野においた新しい取り組みや展望が

求められるようになった。さらに、IoT、AIに代表されるよう仮想空間と現実空間の融

合、ビッグデータの連携がもたらす未来社会（Society 5.0）の観点からも、歯学のあり

方を再考することが必要になっている。 

そこで、前回の報告発出から 10年が経過した今、我々の領域を「歯学・口腔科学分

野」として、この 10年間の研究成果を踏まえながら、本報告を取り纏めた。取り纏める

のに当たって、我が国の歯学・口腔科学を、基礎領域８分野と臨床領域４分野に分けて、

前回の報告のまとめ方（参考情報：国際比較の総括表）に準拠し、我が国と諸外国の歯科

医学・歯科医療の水準や研究開発のこの 10年間の動向、進展を分析した。さらに今回、

Society5.0･SDGsを踏まえた歯学・口腔科学の他学術領域との連携、社会への貢献などの

分析を加えた。とくに少子超高齢社会の進展する我が国において、生活の質に大きく影響

を与える歯と口腔の問題を well-beingの観点、また様々な材料を必要としてきた歯科医

療をカーボンニュートラルなどの観点、そして新たな歯科治療法の開発の手段であるバイ

オインフォマティクス・ビッグデータ・オミクスの観点の分析を行った。 

本報告は、他学術領域、行政、社会に対して歯学・口腔科学の意義と重要性を広く認

識、理解を促すものとなり、これまで世界をリードしてきた歯学・口腔科学の水準を維持

し続けるために活用されることを期待する。 

 

２ 基礎歯学領域(口腔科学基礎)の現状と課題 

我が国の基礎研究領域での研究力の低下とその活性化が叫ばれて久しいが、歯学あるい

は口腔科学における基礎領域の研究力は、各分野で若干の差異はあるものの、諸外国と比

較しても健闘している。特に骨・軟骨代謝分野や唾液腺分野において、分子生物学および

マウスジェネティクスを積極的に活用し、「研究水準」、「技術開発」は高い水準を維持し

ている。一方、「産業技術力」は、塩基性線維芽細胞増殖因子（basic fibroblast growth 

factor: bFGF)や RANKLの有用性や発見を社会実装に繋げたことは特筆すべき成果であるが、

その他の多くの研究成果を臨床応用する上で、従来から指摘されている課題がさらに顕在

化している。医学ならびに生命科学領域と同様、産業界の歯学の社会実装への熱意と開発
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力は非常に低いと言わざるを得ない。大学および研究機関の企業へのアピールの弱さも一

因であるが、欧米に比較して日本企業の消極性も大きな課題である。この点を解決するた

めには、大学および研究機関の研究者による今まで以上の働きかけのみならず、それをサ

ポートする国のシステムの拡充が不可欠であると考える。抗 USAG-1 中和抗体を用いた歯

の再生は、歯科医療を根本的に変貌させる画期的な成果であるにもかかわらず、研究者が

ベンチャーを設立してようやく起業している現状はその一例である。 

トランスレーショナル研究（TR）および歯科臨床に貢献しうる基礎研究は、分野におい

て社会実装への道のりの幅はあるものの、精力的に行われている。自然科学研究分野全般

で熱く語られているように、目先の実用化だけに囚われていると、真に必要な基礎歯学研

究がないがしろになり、TR も臨床歯学領域研究も成り立たなくなる。TR や臨床歯学研究

をしっかりと支える基礎歯学研究に対する適切な体制の確立が切望される。 

バイオインフォマティクス、AI、ビッグデータ、ゲノム編集技術と、生命科学分野での

研究は革新的進歩を遂げており、将来を見据えると基礎歯学領域の人材や研究環境は楽観

できる状況ではない。今回の国際比較を通して、個々の研究者レベルあるいは研究室レベ

ルの奮闘は高いレベルにあるものの、その維持や向上は限界に来ていることが明白となっ

た。欧米や中国で行われている国策として戦略的研究力支援は、喫緊の課題である。 

以下に、基礎領域の８分野について分析する。 

 

(1) 唾液腺 

本邦の唾液腺研究は、唾液腺の発生、分化、再生ならびに機能を探索する基礎的な研究

と感染症、炎症、腫瘍などの唾液腺疾患を対象とした臨床的研究に大別される。本分野の

研究者数は、他の歯学系分野に比較して少ないものの、独創的な研究内容を発信している

ので、本邦歯学研究者による特徴ある業績に注目し、課題と展望を考察する。 

唾液腺発生・再生のトピックスとして、microRNA による幹細胞のエピジェネティック調

節や分枝形態形成時の上皮の増殖誘導、細胞接着因子コネキシン 43による FGF10を介した

唾液腺分枝形態形成の誘導があげられる[1,2]。さらに、加齢医学分野で注目されている

哺乳類ラパマイシン標的タンパク質（mTOR）のシグナル伝達経路の唾液腺発生と加齢制御

の研究が注目されている[3]。マウス胎生期唾液腺を再構築する技術による再生医療モデ

ルが期待されている[4]。一方、唾液腺疾患を対象として、シェーグレン症候群の基礎研

究から臨床応用に向けた研究が進められてきた[5-7]。本邦にて疾患概念が確立された

IgG4関連唾液腺・涙腺炎（ミクリッツ病）に関する基礎ならびに臨床研究や自然免疫の異

常を介した病態機序の解明などインパクトのある研究成果が発信されている[8-11]。唾液

腺再生研究によるドライマウスの治療法への応用研究は本邦歯学の代表的分野である[12]。 

新型コロナウイルス (SARS-CoV-2)の宿主細胞での受容体の一つであるアンジオテンシン

変換酵素 II (ACE2) が、気管支、肺以外にヒト大唾液腺や口腔粘膜に存在する小唾液腺の

導管上皮に発現することが報告され、SARS-CoV-2 は肺に直接感染するケースと口腔・唾液

腺に感染するケースが想定されている[13]。また、口腔粘膜にACE2だけでなく、細胞内に

ウイルスが侵入するのに必要なTMPRSS2やfurinが存在することを組織学的に示した[14]。
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さらに、ヒトとマウスの腎臓や腸のデータを対比しながら、口腔粘膜や唾液腺における

ACE2と TMPRSS2の遺伝子発現や組織解析も示されている[15]。 

本邦歯学分野での唾液腺研究は、上記のように発生、再生、免疫疾患ならびに SARS-

CoV-2の領域で優れた業績がこの 10年で蓄積されてきた。世界的な唾液腺研究における本

邦の研究論文数では 2012 年は米国に次いで２位であったが、2013 年以降、急速に発展し

た中国に次いで３位を維持している。今後の課題として、唾液腺疾患の診断・治療に向け

た臨床応用研究の推進とともにヒト唾液腺の再生や疾患の治療を目指す必要があり、若手

研究者の育成強化と研究環境のさらなる整備が急務である。 

 

(2) 骨・軟骨代謝 

日本の歯学研究者は、骨・軟骨代謝研究に必要な培養細胞系(骨芽細胞様細胞[16]、破

骨細胞様細胞[17]、軟骨様細胞[18])を確立し、骨芽細胞、軟骨細胞、破骨細胞の研究に

大きな貢献をした（BMP[19],Runx2[20],Osterix[21],Rankl[22],Sox9[23]）。これらの研究

は世界の骨・軟骨代謝研究をリードする基盤を構築し、高いレベルの研究が継続している。 

骨芽細胞・骨細胞の領域では、骨細胞による新規骨吸収機構の発見[24]、Sema3A を介し

た骨の恒常性維持機構の解明［25,26］、骨再生時における間葉系幹細胞の同定[27,28]、

破骨細胞由来の LIFと骨細胞由来の Sclerostinによる骨代謝共役機構の解明[29、30]、ア

パタイト結晶の制御と骨強度を維持する Osteocalcin の新機能の発見[31]、疾患由来 iPS

細胞による骨疾患病態解析への応用[32,33]、進行性骨化性線維異形成症(FOP)発症機序の

解明[34,35]、bFGF の歯周組織再生医薬品としての臨床応用[36,37]が展開され、世界を牽

引している。2016年以降は中国の寄与率が増加し、日本、米国、中国が世界の歯学部にお

ける骨芽細胞・骨細胞研究の中核を担っている。 

破骨細胞の領域では、破骨細胞分化を調節する転写因子群とマスター転写因子NFATc1の

発見[38-40]、破骨細胞分化の共刺激シグナルの発見[41]、破骨細胞分化の転写制御因子

とシグナルの発見[42,43]、scRNA 解析を使った Osteoprotegerin 産生細胞の同定[44]、破

骨細胞前駆細胞の特徴や局在に関する[45-47]、破骨細胞が分泌するRANK小胞によるRankl

のリバースシグナルの提唱[48]など、精力的に研究が展開されている。1980 年代より日本

の歯学部が世界の破骨細胞研究を牽引してきたが、近年は日本と米国が双璧として領域を

牽引している。 

我が国歯学部の軟骨代謝研究は非常にレベルが高く、米国や欧州と共に常に世界をリー

ドしてきた。特に近年は分子生物学やマウスジェネティクスを駆使し、軟骨代謝研究は飛

躍的に発展している。軟骨細胞の肥大化における Runx2 の重要性[49]、Sox9 の転写制御に

関する一連の研究[23,50]、内軟骨性骨化における Ihh の制御機構[51,52]、軟骨細胞分化

のエピジェネティック機構の解明[53]、iPS 細胞を用いた軟骨無形成症病態モデルの確立

と治療薬の開発[54]などは特筆すべき研究成果である。軟骨再生の分野は遅れているが、

それは口腔領域では顎骨を主体とする骨の再生が最優先となっている点があげられる。 

近年、我が国の歯学部では骨・軟骨代謝研究を推進する若手、中堅の優れた研究者を輩

出し、海外留学して筆頭著者として主要な国際学術誌に論文を発表している[55,56]。今後、
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歯学部・関連学会がこれらの研究者が国内外でさらに活躍できる「場」の獲得を支援する

ことにより、日本の歯学研究者が世界の骨・軟骨代謝研究を継続的にリードできるであろ

う。さらに、浅薄かつ短絡的な産学連携の推進や若手支援だけではなく、我が国の強みで

ある基礎研究を継続的にサポートする充実した体制を構築・拡充することにより、世界を

牽引する歯学研究者を継続的に育成可能と期待できる。 

 

(3) 歯・顎・顔面の発生・異常 

頭蓋顎顔面の先天異常は主として形態異常となるが、個人のアイデンティティーともい

える容貌への影響と生涯にわたる外科や矯正歯科などの治療が、心理的なストレスによる

社会不適応などにつながり、少子化となっている我が国では人材損失の問題となる。その

成因は、遺伝要因や環境要因の単一要因だけではなく、これらが複合的に作用してある一

定の閾値を超えた時に発症する「遺伝−環境多因子閾値説」が大部分であると考えられて

おり、未だ多くの先天異常の原因が不明である。先天異常の治療法や予防法の開発、およ

び患者自身の疾患理解のためには、正常な発生および先天異常発症を分子レベルで理解

し、さらには環境要因の関与を明らかにしていくことが不可欠である。 

1990 年代からの分子生物学の発展により、遺伝要因の解析が可能かつ容易になり、先

天異常の原因となる遺伝子変異の同定、モデルマウスの作製［57,58］、その発症機構の

解明［59,60］および治療法への応用に関する研究が進んだ。2000 年代には膨大なゲノム

配列の解析が可能になり、CRISPR/Cas9ゲノム編集技術はモデルマウス作出を加速化して

いる。これらの技術は、我が国は欧米とともにトップレベルであるが、残念ながら頭蓋顎

顔面発生研究の分野に十分利用されていない。また表現型を的確かつ客観的に認識するた

めの定量化の手法も開発され、海外では形態の差と遺伝子発現を関連させる試みが進んで

いるが、国内では研究人口が少ない。さらに近年では、組織中に存在する微小な細胞集団

の遺伝子発現を明らかにするシングルセル RNA-seq解析により、組織相互作用や細胞分化

過程の解析が可能となっている。この手法はさまざまな組織や発生段階で行え、詳細な分

子機構の違いを明らかにできるため、我が国の本領域への導入が必要である。  

2015年以降の顎顔面形成不全の遺伝的探索を行った研究の論文数では、アメリカが群を

抜いている。このことは、オバマ政権が国策として推進した precision medicine 

initiative に代表される超大型予算の投入と集中的な人員配置の成果と推察される。ま

た欧米では多くの小児科病院に Craniofacial Center（頭蓋顎顔面センター）が併設さ

れ、基礎研究者と臨床研究者を含めた包括的なチームが、頭蓋顎顔面先天異常の診断、原

因究明および治療法の開発を行う体制が整備されている。2019年に欧州で開催された歯科
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関連の国際会議では、世界から選抜された 51の講演中、４演題が日本人研究者によるも

のであった。同領域において国際的存在感をさらに示すためには、複数の機関による包括

的な研究チームを編成し、統合的な研究体制を構築することが不可欠である。 

 

(4) 神経・感覚・運動 

① 味覚 

味覚の基礎研究は、分子遺伝学の発展を背景に米国が台頭している。近年、新型コロナ

ウイルス感染症（COVID-19）による味覚・嗅覚障害の発症および 2021年度のノーベル医学

生理学賞を痛覚・触覚の研究者の受賞により、感覚研究の重要性が世界共通で急激に高ま

っている。2018 年に酸味受容体 Otopetrin1 が同定されたことで５基本味の受容体が出揃

った［61］。また味覚情報処理の中枢神経回路が、感覚入力から情動発現、行動表出まで

がラベルドラインで制御されていること、味覚受容体が口腔以外の様々な臓器で異なる機

能を発揮し、生活習慣病、炎症性疾患やがん発とも関連することが明らかになってきた

［62］。今後の課題として、我が国の強みである生活習慣病と味覚に関する連携研究を推

進することで、新たな味覚修飾を介した減糖/減塩（抗肥満/抗高血圧）法の開発が期待さ

れる。 

② 口腔顔面痛 

北米を中心に、欧州、日本、中国および韓国で口腔顔面痛研究が積極的に進められてい

る。北米では、公的機関だけでなく慢性疼痛治療薬開発を目的として製薬企業が積極的に

大学に研究費を助成し、世界中から PhD 研究者を募集している。しかしわが国では、その

ような外部資金による研究の発展は見られない。一方、日本では臨床応用を念頭に置いた

研究の推進が期待されている。現在では、電気生理学だけでなく、行動薬理学、分子生物

学、分子遺伝学や光遺伝学的手法などを用いた集学的な研究が世界的に主流となり[63]、

もはや一つの研究室での研究では世界レベルの研究水準を維持するのは困難である。今後、

学部間連携、大学間連携や産学連携推進のための長期的な取り組みが必要である。 

③ 咀嚼・嚥下機能 

咀嚼機能に関する脳機能については、1970～80年代に米国、カナダと日本の歯学部の研

究者が中心となり精力的に研究が行われ、咀嚼のリズムを形成する神経回路が脳幹に存在

することや咀嚼に影響する感覚要素が解明された。その後、世界的に咀嚼の神経機構の研

究者が減少したが、ニューロンとアストログリアの相互作用で咀嚼のリズムが形成される

可能性が示された[64]。一方、神経連絡の解析法や光遺伝学などの新たな手法を用いて、

顎運動に加えて舌や齧歯類のヒゲ（洞毛）の運動の制御機構を解析する試みが米国の研究

グループによって行われており、新たな展開が期待される。嚥下に関わる脳機能について

は、1970年代に延髄に嚥下のパターンを形成する神経回路が存在することが示され、フラ

ンスや英国の生理学者および日本の耳鼻咽喉科医師のグループが神経メカニズムを探った。

嚥下のパターン形成回路の詳細は未だ不明であるが、オーストラリアの研究者が新規実験
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モデルを嚥下の中枢研究に導入し[65]、その後、日本やフランスでも同様の実験モデルを

使った論文が報告された。今後、中枢メカニズムの解析を展開することが肝要である。 

 

(5) 免疫・感染 

微生物学研究は、特定感染症を引き起こす病原微生物を生物学的に解析し、感染症を予

防・治療・淘汰することが主流であったが、2000年以降ヒトは共生微生物と共に“超生命

体”として存在する概念が提唱され[66]、2010 年頃からは、共生細菌叢のメタゲノム解析、

転写・代謝経路などのオミックス解析、難培養微生物培養技術やノトバイオート技術が進

展し、腸内細菌叢バランスの異常 (dysbiosis)が代謝・栄養・免疫系などの失調をおこし、

生活習慣病・免疫疾患・がん・感染症などと関連が解明された。我が国でも、微生物叢研

究の統合的推進が提案されている[67]。この動向の中で、口腔細菌研究も全身疾患に影響

を与える口腔細菌叢の研究が増加し、細菌レベルのアプローチと口腔細菌叢の網羅的解析

によるその病原性および dysbiosis による全身疾患との関連解析が進展してきた。口腔マ

イクロバイオーム解析については臨床歯学領域（他項）に記載する。 

口腔微生物の病原性に関する研究では、病因が未解明の歯周病が中心であり、

Porphyromonas gingivalis が主な対象である点は国内外とも共通である。本菌のプロテア

ーゼ “Gingipain”の機能解析は、Bacteroidia綱の線毛が現在までに知られているものと

は異なったタイプであり[68]、gingipain が関わる独自の形成メカニズムを持つことが明

らかになった[69]。その分泌機構の解析から、新規分泌機構が明らかになると共に

Bacteroidetes門細菌の glidingによる運動機構が解明された[70]。プロテオミクス解析に

よる細菌間相互作用の解析により、 Streptococcus gordonii が産生する 4-

aminobenzoate/para-amino benzoic acidが、P.gingivalisとのコミュニティ形成に必要で

あると共に P.gingivalis の付着能の上昇による定着能の上昇を引きおこすことが示され

［71］、歯周炎に繋がる菌種間コミュニケーションが明らかにされつつある。歯学研究に

限定されない、生物学的にもインパクトの高い研究が増加している。 

口腔細菌が全身疾患に与える影響については、口腔細菌である Fusobacterium nulceatum

の大腸がんとの関連のように他領域において口腔細菌が同定される例もあり、関連分野と

の共同研究による多様な疾患を対象とした研究が展開されている。解析手法もマイクロバ

イオーム解析を取り込んだ動物モデルでの検証が行われ、口腔―腸細菌叢連関と呼ばれる

口腔細菌叢による腸内細菌叢の dysbiosis研究も進んでいる[72,73]。 

口腔免疫研究に関しては、2000年に本邦発に T細胞による RANKLを介した破骨細胞制御

が報告され、同時に、“骨免疫”という新規学際的分野が開拓された[74]。関節リウマチ

の骨破壊に関わる炎症性 T細胞サブセット Th17と間葉系細胞における RANKL発現との関わ

りが明確にされ[75]、このTh17研究が歯周病や口腔粘膜免疫研究に進展し、さらに口腔―

腸細菌叢連関研究に結びついている[76,77]。 

今後、インパクトの高い口腔細菌叢の病原性解明を発展させるためには、多施設および

他領域との共同研究に加え、データサイエンス分野も含めた学際的融合研究が必要である。 
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(6) 再生歯科医学 

我が国における再生医療分野の進展は目覚ましく、①間葉系幹細胞の実用化、②細胞シ

ートの実用化、③他家 iPS細胞移植を可能とするユニバーサル iPS細胞の開発、④オルガ

ノイド培養技術の開発、などの多数の成果が挙げられる。3Ｄバイオプリンター技術や細

胞工学との融合研究が期待される。一方、歯科分野でもこれらの技術が導入され、ヒトを

対象とした臨床試験に関して報告されている。本項では、①歯の再生、②歯髄の再生、③

歯周組織の再生、④唾液腺の再生についてこれまでの実績と最近の進展について述べる。 

歯の再生については、我が国は欧米と比較しても優れた極めて高い技術力を有してい

る。2007年に開発された歯の器官再生技術は、大動物（イヌ）への応用がなされ歯の再生

が確認されている[78,79]。iPS細胞を用いた歯の再生もトップジャーナルに掲載されてい

る[80]。最近の注目すべき成果として、BMPシグナルを活性化する抗 USAG-1中和抗体を用

いた歯の再生技術が開発された[81]。既に同技術による歯の再生を目的とするベンチャー

企業の設立もなされ、世界的な展開をみせている。歯髄の再生については、これまで 2003

年に米国の研究グループが歯髄幹細胞や脱落乳歯幹細胞の存在を報告して以来、その研究

の中心は米国である。一方、我が国でも歯髄幹細胞を用いた基礎研究が進められ、ヒトを

対象とした自家歯髄幹細胞移植による歯髄の再生が報告されている[82-84]。歯周組織の

再生については、これまで進められてきた細胞シート工学やサイトカイン療法の臨床試験

が実施された。ヒト自家歯根膜シートを用いた歯周病患者の治験が実施され、その安全性

と有効性が報告されており実用化が検討されている[85-87]。さらに、サイトカイン療法

の 1つとして bFGFが、本邦初の歯周組織再生薬（リグロス）として商品開発に至ったこ

とは大きな成果として挙げられる[36,88]。唾液腺の再生については、世界的にも唾液腺

幹細胞を用いた細胞治療による唾液分泌障害の治療研究が行われているが、未だ動物レベ

ルで臨床応用には至っていない。一方、間葉系幹細胞を用いた口腔乾燥症患者の臨床試験

は、すでに欧米や中国のグループが実施しており、我が国よりも先行している。我が国に

おいては、マウス ES細胞から唾液腺オルガノイドの作出に成功し、さらなる展開が期待

される[8]。 

PubMed掲載論文を分析した結果、最近５年間（2017年〜2021年）の論文掲載数は、唾

液腺再生分野を除くいずれの領域においても中国からの掲載数が飛躍的に増え、既に米国

の総数を上回る勢いである。我が国は、論文掲載数において中国、米国に次ぐ存在である

が、韓国の掲載数が伸びており我が国を追随している。我が国の再生医療の研究レベルは

極めて高く、2014年に施行された再生医療等安全性確保法、医薬品医療機器法によって、

さらにその臨床応用への環境が加速された。現在、多くの組織・臓器における iPS細胞を

用いた臨床研究・治験が急速に進められている。今後の課題として、他分野との技術融合

を促進し、歯科医学領域において、早期に臨床応用を実現させることが必要である。 

 

(7) がん 

我が国の歯学・口腔領域におけるがん研究ではがん患者の臨床検体を用いたゲノムワイ

ド関連解析（GWAS）や遺伝子変異とがんの発生との関連が示されている[85-87]。がんの
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浸潤転移についても上皮間葉移行[92-95]のほか、ゲノム、エピゲノム[96,97]、代謝経路

[98]の異常がもたらすがん細胞の形質変化が解明されている。免疫細胞[99]、血管［100-

102］、リンパ管[103,104]、線維芽細胞[105,106]など間質の異常や低酸素、酸性環境[107]、

細胞外小胞[108,109]など、がん微小環境が果たす役割についても活発に研究されており、

国際的に高く評価される成果が歯学・口腔科学領域、歯学部出身研究者によって発信され

ている。例えば口腔がん転移研究において中国、台湾がトップ10％の論文数で世界をリー

ドしているが、日本もアメリカに次いでヨーロッパ諸国に比較して優位である。がん本態

の解明にはイメージング技術も大きな役割を果たし、我が国の研究レベルは非常に高い。

ライブイメージング[110]、超高解像度蛍光顕微鏡[111]によりがんの不均一性がミクロレ

ベルで解明されつつある。画像からの情報取得と解析「イメージング・インフォマティク

ス」も今後発展する領域である[112]。さらにデジタルトランスフォーメーション（DX）

により、網羅的な高解像度画像の取得と処理が可能になってきた。その一例ががんの AI

病理診断であり、臨床応用も近い[113]。さらに臨床データ、遺伝子情報を学習したマル

チモダル AI により、病理像から遺伝子変異や予後予測を目指す研究も行われ米国がリー

ドしている[114,115]。口腔がんに関しては海外でも未だ報告は少なく[116]、我が国から

も論文が発表されはじめてきたところである[117]。口腔がんの早期発見・早期治療のた

めにはマルチモダル AI 研究の推進が強く望まれる。がんゲノム医療については、コンパ

ニオン診断確立を目指し、血液・唾液などの体液を用いたリキッドバイオプシーに関する

研究が我が国でも展開され、高い成果を上げている[118,119]。今後、DX 時代に口腔がん

の本態解明、革新的な予防法・診断法や治療法を創出するためには、学際的な多施設共同

の研究体制構築と情報学分野など関連分野専門家との協働が急務である。このような協働

の必要性は口腔がんの研究・診療に限ったことではないが、特に歯学･口腔領域の専門家

としてがん医療に関わるためには、明確な問題意識を持ち、関連分野との共創を進めるこ

とができる次世代の「学際性をもった研究医」の養成が重要である。 

 

(8) 歯科バイオマテリアル 

我が国の歯科バイオマテリアル研究は、米欧と共に世界をリードする一方、中国、韓国

での急速な進歩が目立つ。論文掲載は IF トップの Dental Materials(DM)と、それに次ぐ

Dental Materials Journal(DMJ)の２誌が大部分を占めている。DMでは 2011年からの 10年

間では我が国の論文数が減少しており、中国に次ぐアジア２位となっている。DMJ を加え

た総計でも我が国だけが低下しており、研究実績の落ち込みが懸念される。両雑誌の引用

数Top10%論文の分野別推移ではCAD/CAM関係、セラミックス関係の論文がこの10年で増加

している。接着関係の総論文数は増加傾向であるが Top10%論文での割合は減少している。 

歯科用機器・材料市場に関しては 2019年度の市場は 2,683億円余で前年比 10%増と安定

した需要がある[120]。特に CAD/CAMマーケットは、脱メタル治療の潮流の中、順調に伸び、

金属離れの傾向が継続している。歯科インプラント関連製品は微増である。国際競争力で

は若干の輸入超過であるが、市場全体に対する輸入品の割合は 16.5%であり[120]、他の医

療機器と比較すると国産製品の使用割合は高い。接着性充填材、歯科用駆動装置及びハン
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ドピース、歯科用セラミックスなどでは輸出の割合が多く、我が国の強みである。逆に歯

科用 CAD/CAM 装置、歯科用インプラント材、顎運動・咬合力診断装置、歯科切削加工用セ

ラミックスなどでは輸入超過となっており、今後強化すべき市場と言える[121]。 

材料別の傾向としては、デジタル技術と複合したレーザー積層造型による金属の 3D プ

リンティングを組み合わせた応用研究が増加している。歯科用セラミックス系材料に関し

てはジルコニアやガラスセラミックスの普及がこの数年で一段落し、全体の論文数は横ば

いであるが、我が国の論文数は微増で、活発に研究が行われている。ポリマー材料に関す

る論文は、接着材や高強度ポリマーの用途拡大により 2000 年頃から急速に増加したが、

近年は減少傾向にある。但し、我が国ではセラミックス材料と同様に微増を続け、我が国

の強みであるコンポジットレジンや接着に関する研究が活発であるためと考えられる。特

に有機・無機の複合材料であるコンポジットレジンは現在の歯冠修復材料として中心的な

素材となっており、CAD/CAM成形のコンポジットレジン冠は 2014年の保険収載から急速に

使用が拡大しており、2020年には金属鋳造冠と同等の割合となっており、今後の主流の素

材であり、さらなる研究強化が重要である。機能性歯科材料（バイオアクティブな材料）

として、抗菌性や組織再生誘導効果を備えた材料が盛んに研究されている[122]。再生に

関わる材料としては我が国開発のリン酸カルシウム系骨補填材料の上市が増えつつある。 

2020年に文部科学省及び経済産業省はマテリアル革新力の強化を開始し、統合イノベー

ション戦略推進会議が纏めた「マテリアル革新力強化戦略」[123,124] で次世代バイオマ

テリアルの研究強化が示唆されている。今後、マテリアルインフォマティクス（MI）と AI

を活用した研究を進める必要がある。 

 

3 臨床歯学領域（口腔科学臨床）の現状と課題 

 歯学と口腔科学の臨床領域を、医科との接点や境界領域（病態系歯学）と、歯・口腔の

形態と機能の育成やその障害の回復を担当する領域（臨床系歯学）に分ける。 

病態系歯学領域では、予防歯科学、歯周病学、口腔外科学等の分野において、従来から

推進されていた細胞・分子生物学的な研究手法に加え、トランスオミクス解析、バイオイ

ンフォマティクス解析等の推進により、世界を牽引するような研究成果が挙げられてい

る。具体的には口腔内細菌叢や唾液を対象としたオミクス解析の結果を基にした歯周病の

発症・進行リスクの評価や、同細菌叢が腸内細菌の dysbiosisを介して種々の全身疾患に

悪影響を及ぼしていることを示唆する日本発の研究成果は口腔と全身を繋ぐ新たな機序と

して注目を集めている。口腔と全身の関連を調査した疫学研究は比較的大規模なコホート

研究や先端的な解析を用いており、国際的にも評価されており、今後は口腔と全身健康の

因果関係を実証できる良質な介入研究が実施されることが、国際的にも期待されている。

再生歯科医療の分野では、サイトカイン療法、細胞移植療法等、世界を先導する研究がな

されており歯学領域の強みの一つとなっているが、これらの新規歯科医療がグローバルス

タンダードへと展開されるように、同分野の橋渡し研究が加速されることが期待される。

また、医科との境界領域にあたる頭頸部がんの転移関連遺伝子の探索や、IgG4関連疾患と

いう新しい疾患概念の提唱等について、日本発で世界を牽引する成果が挙げられている。
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このように、質の高い論文発表が行われている一方で、総論文数の低下が多くの臨床分野

で指摘されおり、次代を担う若手歯学研究者の育成、研究環境の改善、稀少疾患の症例数

や検体数の共有化を目指した国際共同研究の推進が喫緊の課題と考えられる。 

臨床系歯学領域においても、研究水準、臨床応用への技術開発水準、および最終的な臨

床水準のレベルに大きな変化はなく、健闘している。高齢先進国であり、高齢者問題が喫

緊の社会的課題である我が国において、老年歯科医学分野で口腔機能低下症という概念を

世界に先駆けて提案した。国際標準となりうる包括的患者立脚型アウトカムの指標を設定

し、口腔機能低下症だけでなく小児の口腔機能発達不全症など口腔機能管理の重要性を示

す多くの研究が発表され、世界を牽引している。一方、歯列、咬合の改善・回復のための

デジタル技術を用いた診断や治療法の開発、デジタルデータの利活用の推進については課

題を有している。この領域の臨床に不可欠な歯科用材料や治療器材のそれぞれの基本コン

ポーネントの開発も引き続き高い競争力を有していると考えられる。このような技術とデ

ジタル技術を包括的に活用し、昨今の貴金属、レアメタルの高騰に対する対応になりえた

高分子材料による CAD/CAM冠を国民広くに提供しているのは世界に類を見ない。またコロ

ナ禍における歯科診療時の口腔外集塵機の活用も注目された。我が国の材料開発技術や工

学技術との連携は、歯科治療のレジリエント化、グリーン化（脱材料）などへの貢献が期

待され、歯科医療特有の DXを進めることで歯学、口腔科学の発展に寄与するだけでな

く、工学などの周辺技術の発展や医科歯科連携を促すことが期待される。それには、戦略

的研究支援として、開発体制の整備、連携組織形成・マッチング支援だけでなく、特定臨

床研究の弾力的運用などが求められる。未承認・適用外の医薬品等を用いる臨床研究は大

きな資金が必要であり、一方、この領域の臨床技術開発は大学や中小企業主体であり、特

定臨床研究という制度は本領域において相当な負担になっている。我が国の競争力を阻害

していると考えられ、改善が必要である。 

以下に、臨床領域の４分野、８項目について分析する。 

 

(1) 口腔の発生・発育の維持・増進 

① 顎顔面発生・異常の診断 

顎顔面発生・異常の主な診療領域は、口唇裂・口蓋裂と顎変形症の２領域である。 

 口唇裂・口蓋裂は、発症頻度や病型は人種間で違いがあるものの、どの人種でも一定の

頻度で発症する。日本における原因遺伝子を含めた臨床的研究の論文数は、米国、英国、

中国に次いで第４位である。また、治療では多職種連携が必要であるが、歯科が関わった

論文は７割を超え、歯学部を有する大学からの論文が多い。口唇裂・口蓋裂の治療方法は

世界的に統一されたものはなく、完治に至る治療法は確立されていない[1-3]。特に、口

唇裂と口蓋裂の両方を伴う唇顎口蓋裂の場合には、審美障害、言語・咀嚼・嚥下などの機

能障害、中顔面の発育抑制という３つの問題があり、それらに対する治療や施行時期が相

互に悪影響（例えば、口蓋裂手術は中顔面の発育抑制を引き起こす）を及ぼすためにバラ

ンスを取る必要があり、そのために多様な治療プロトコルがある。日本における治療の特

徴は、出生後から成人に至るまでの一貫治療の体制が歯科を中心に整っており、小児歯
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科・矯正歯科・口腔外科といった歯科の専門診療科によるチーム医療が大きく貢献してい

ることである。また、国民皆保険制度の恩恵もあり、治療費よりも結果を重視したきめ細

やかな治療・管理が実施されている。口唇裂の術前顎矯正、早期に軟口蓋を閉鎖して成長

を見ながら硬口蓋を閉鎖する二段階法、顎裂部二次骨移植術などが積極的に施行され、最

善の結果を得るための試みが精力的に行われている。 

顎変形症は、顎骨の大きさ、形、位置などの異常を呈し、咬合異常、咀嚼・構音障害、

審美障害、精神心理的障害や社会適応性の低下などを生じる。日本顎変形症学会の調査に

よると口腔外科では年間に約 300～400件の顎変形症手術が行われており、口腔外科で行

う手術としては大きな割合を占め[4]、国際的にも概ね同様である。本疾患に関する過去

10年の論文数は増加傾向にあり、国別に比較すると、日本は米国、ブラジル、英国、韓

国に次いで第５位であった。顎変形症の診断に関しては、CTデータによる 3Dシミュレー

ションにより顎骨の術後変化が三次元的に計測可能になった。しかし、顔貌などの軟組織

の変化は予測が困難なため、ビッグデータや AIを応用した研究の推進が望まれる。顎変

形症の手術において、海外では CAD/CAM技術を応用した患者ごとのカッティングガイドや

カスタマイズドプレートがすでにパッケージ化されており、導入や我が国独自開発が期待

される[5]。さらに、より正確な手術のために、ホロレンズやシミュレータを用いる手法

が試みられているが、まだ正確性や操作性は不十分であり、機器の開発を含めた研究が必

要である[6,7]。現在の顎変形症の治療は、形成外科でも行われているが、口腔機能と咬

合状態を十分に回復させるためには矯正歯科と口腔外科との連携は重要である。 

② 小児歯科医学 

小児期における口腔機能の獲得および発達を正常な過程に導くことは、成人期の口腔機

能の維持向上とともに、高齢期における口腔健康にも大きな影響を及ぼすと考えられる。

その中で、歯の発育に関しては次世代シークエンサー等を用いた新たな研究が活発に行わ

れている[8]。歯の発生に関しては、シングルセル RNAシークエンスなどの先端技術を用

いた解析結果が国内から報告されている[9]。また、歯の形成異常として、Molar Incisor 

Hypomineralizationや Hypomineralization of Secondary Primary Molarなどの新たな疾患

が報告され[10,11] 、原因の究明や治療法の開発が期待されている。 

う蝕予防は小児歯科領域において重要なテーマであるが、う蝕進行抑制法に用いられる

フッ化ジアンミン銀は日本で開発された薬剤でありながら、国際的な発信がなかったため

海外ではほとんど使用されて来なかったが、近年、国際学会での発表が散見されるように

なった[12,13]。今後、日本で開発されたフッ素徐放性シーラント材や Nex MTAセメント

の有用性をいかに国際社会でアピールできるかは、国際的な情報発信不足やコスト面での

課題を産学官連携により解決していくことが重要である。 

2021年、世界に先駆け口唇閉鎖不全の実態調査が行われ、口唇閉鎖に問題を抱える日本

人小児が約３割いることが示された[14]。口唇閉鎖不全は、口呼吸やアレルギー性鼻炎な

ど全身的な問題が関連していることが示唆され、小児期からの早期発見や早期対応が重要

となるが、2018年に口腔機能発達不全症が病名として保険収載されたことは大きな一歩と
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いえる[15]。しかしながら、口腔機能における神経筋調節機構のメカニズムについては、

現在のところ十分なエビデンスは得られていない。  

小児歯科医療を取り巻く環境も変化し、臨床レベルにおける医科歯科の連携強化が強く

求められている。すなわち、指定難病（低ホスファターゼ症、先天性外胚葉異形成症、骨

形成不全症など）では、特徴的な歯科的所見をもとに医科への対診を行うことで、早期発

見・早期治療に繋がり、子供の生涯にわたる QOLが著しく向上することが分かってきてい

る。低ホスファターゼ症は、骨の石灰化不全と乳歯の早期脱落が診断基準における２つの

主症状になっており、医科と歯科が連携して診査・診断を行う必要がある[16]。低ホスフ

ァターゼ症は、2015年に世界に先駆けて日本で酵素補充療法が承認され、多くの命をつな

ぐことができるようになった[17-19]。  

次世代の歯科医学教育を考えたとき、とくに小児を対象とした臨床実習で自験できる診

療行為は限られており、その課題を解消するためにも、ロボットの開発ならびに活用は必

要不可欠といえる。近年、インタラクティブなシミュレーションシステムを備えた小児患

者型教育用シミュレータロボット（成人患者ロボットより進んだ身体動作と身体評価項目

としての外観、呼吸、心肺音、皮膚色を備えている。）が世界に先駆け開発され、パニッ

ク状態（号泣、体動）などを再現できるばかりでなく、アナフィラキシーショックや局所

麻酔中毒などの緊急事態をシミュレーションすることで、実践的な臨床教育に役立つこと

を目指している[20]。 

③不正咬合の改善 

我が国の歯科矯正学は、ダイレクトボンディングシステム[21]や超弾性型 Ni-Ti合金ワ

イヤー[22]の開発ならびに臨床応用がなされて以降、欧米に比肩しさらに世界をリードす

るレベルを維持した。Temporary anchorage devices (TADs)に関する研究においては、日

本から高い被引用回数を有する論文が発表されている[23-28]。TADsのなかでアンカース

クリューは簡便に使用できるものの、埋入部位による脱落率の差、歯根損傷などの併発症

から、その成功率を向上させる表面処理等の考案などの論文が最近報告されている[29]。 

効果的にメカニカルストレスを利用し、骨とその周囲組織リモデリングを誘導すること

は、歯科矯正学および矯正歯科治療における古典的命題である。様々なアプローチを駆使

して骨リモデリングの生物学的背景の解明に当たっている[30,31]。「歯科矯正」と、「歯

の移動」、「リモデリング」、「顎関節」、「メカニカルストレス」、「歯根吸収」をキーワード

とするトップ 10%論文数は、近年顕著に増加している[32-39]。治療期間の短縮、いわゆる

加速矯正歯科治療を企図した治療法・デバイスが報告されている[40-42]。過去 10年間の

これに関する研究論文約 460報（日本から約 10報）が出版されている。また、コルチコ

トミー（約 300報、日本から７報）、超音波などの機械的振動（約 50報、日本から４報）

や低レベルレーザー（約 250報、日本から 15報）を用いた歯の移動の加速化に関する研

究などが見られる。従来型の治療法との客観的比較、ならびに根底となるメカニズムの解

明はこれからの課題である。顎顔面領域と「咀嚼」や「呼吸」といった生物の根源的機能

に関する基礎・臨床研究も増加傾向がみられる[43-45]。これは３次元画像解析法の普及

と関連が深いと思われ今後の発展が期待される。 
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エクソームシークエンス解析および GWASの手法を用いた口腔・顎・顔面の先天異常に

関わる歯科矯正学における遺伝子探索の研究について、トップジャーナルの中から検索し

た結果、41誌のジャーナルが検索された。日本の論文数自体は３報と少ないものの、当

該分野の歯科医師が主たる立場で論文を作成している点が特徴であり、臨床遺伝学のトッ

プジャーナルである American Journal of Human Geneticsをはじめ、臨床視点に立った特

徴的な研究がなされている[46,47]。遺伝子改変動物などを用いた口腔・顎・顔面の先天

異常の基礎研究について検索したところ、37報（米国 20報、中国９報、日本８報）の査

読付トップジャーナルが検索された。ゲノム解析の研究と同様、同分野の歯科医師が主た

る立場で論文を作成しており、世界的にも日本はこの分野を牽引している[48,49]。 

 

(2） 口腔感染症に対する予防・治療 

① 予防歯科・口腔保健 

口腔疾患の代表はう蝕と歯周病であり、口腔微生物と宿主や環境要因との関連で発症す

る慢性感染症である。近年、dysbiosisを病因とするマイクロバイオーム疾患の概念が提

唱され、口腔疾患も同疾患の一つとしてとらえられている。本件に関する日本の論文数

[50-52]は増加しているが、高被引用文献論文は少ない。 

歯周病に関しては、バイオフィルムの細菌叢解析、メタゲノム解析・メタトランスクリ

プトーム解析[53,54]やメタボローム解析[55]の成果を、歯周病の発症・進行のリスク評

価や客観的モニタリング、さらには全身疾患（糖尿病、動脈硬化等）のモニタリングへと

臨床応用する可能性[56]が示されている。今後、デンタルバイオフィルムの高病原化によ

り歯周組織とバイオフィルムとの間の均衡が崩壊しないように、バイオフィルムのリスク

診断およびモニタリングにより、バイオフィルムの病原性を管理する歯科臨床が実現し、

さらには唾液による全身疾患の検査手法が確立される可能性も高い。 

2021年、世界保健機関（WHO）の第 74回世界保健総会において、歯科口腔保健の重要性

が確認され[57,58]、う蝕が最も有病率の高い疾患と報告された。日本ではこの分野の研

究が少なく、う蝕予防や公衆衛生・疫学に関する論文は多くないが、う蝕は他の疾患と比

較して有病率と疾病負担は極めて高い。WHOの決議の中で、口腔の健康格差や口腔の健康

と全身の健康も重視されている。2013年以降の健康格差に関する論文は世界的には多い

が、日本の論文は数は少ないものの、日本の口腔と全身の疫学研究の論文は比較的大規模

なコホート研究や先端的な解析を用いており、国際的に評価されている。 

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の達成は持続可能な開発目標（SDGs）のタ

ーゲットのひとつで重要である。歯科疾患は有病率が高く、社会全体の医療費負担が大き

い。しかし、口腔保健は国際保健のなかで軽視されてきた歴史があり、UHCの達成も遅れ

ている[59]。その中で、日本の国民皆保険制度は国際的に非常に高い評価を受けており

[60]、歯科保健医療についても、日本は OECD各国の中でも低い自己負担割合で基本的な

歯科医療を受けることができ、歯科受診頻度も突出して高い[61]。歯科 UHCの健康保護効

果を明らかにした国際比較研究、受診抑制や健康格差問題に関する研究[62]を推進するこ

とが、歯科学術界において日本のプレゼンスを高めるために必要であろう。 
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②口腔感染症に対する治療 

ア 保存治療 

う蝕の制御は今なお臨床歯学、口腔科学における重要な課題である。現在では Minimal 

Interventionの概念に基づく低侵襲の修復治療がグローバルスタンダードとなっている

が、その潮流形成には接着歯学領域における本邦発の基礎的研究成果や産学連携による材

料開発が中心的役割を演じた経緯がある。すなわち、象牙質接着の理論的バックボーンと

しての樹脂含浸層の概念の確立[63]、あるいは接着の質を評価するスタンダードな試験法

である Microtensile bond test[64]や Nanoleakeage (test) [65]の開発などの特筆すべき

成果が我が国より発信され、象牙質接着材の性能向上に大きく貢献した。この潮流の中、

接着のグローバルスタンダードとして日本が推奨してきた self-etchingアプローチの優

位性が認められたことは特筆に値する。近年では間接法修復用セラミック系・レジン系材

料と歯質との接着[66,67]、二次う蝕抑制を意図した象牙質接着材への抗菌成分の添加

[68]、生体機能性材料の二次う蝕抑制効果[69]などの面で、注目すべき成果がみられる。 

また、我が国において新たな光学的診断法として光干渉断層計（Optical Coherence 

Tomography、OCT）の研究が活発に展開されている。すなわち、光源の深達性を特徴とす

る Swept-source (SS)-OCTの臨床導入に向けた研究が世界に先駆け進められた結果、本検

査法はう蝕に対する感度、特異度が高く、初期の脱灰からの進行度の正確な診断により治

療方針決定に大きく貢献することが示されている[70、71]。さらに、SS-OCTによる接着修

復の非破壊検査[72]や亀裂、摩耗の検査[73、74]等、産学官連携で歯科用 OCTの開発と実

用化が進められ[75]、2020年には歯科用医療機器として世界初の認可が得られている。 

歯髄疾患に対しては、しばしば歯髄除去療法が適用されるが、歯髄の喪失は歯の生存期

間短縮に繋がるため、歯髄保存療法の適応拡大を見据えた象牙質・歯髄複合体の修復機構

の解析が展開されている。我が国発の注目すべき成果として、修復過程での組織幹細胞や

前駆細胞の分化動態[76]、あるいは象牙芽細胞分化過程におけるシグナル伝達機構[77]に

関する研究が挙げられる。また、歯髄の創傷治癒促進には適切な生体材料の開発が不可欠

である。同研究成果として、ケイ酸カルシウム系セメントから象牙質への元素の移行動態

[78]や同セメントの石灰化促進機構[79]、あるいは日本発の生体機能性材料である S-PRG 

fillerの石灰化誘導能[80]や直接覆髄後の硬組織形成[81]を解明した研究が注目される。 

歯髄の再生が可能となれば歯の残存期間の飛躍的延長が期待されるが、この領域での特

筆すべき成果として、世界初の歯髄幹細胞自家移植による歯髄再生治療の臨床研究[82]の

実施に至った一連の研究[83-84]が挙げられる。ヒト歯髄幹細胞の棒状三次元集合体を開

発し歯髄様組織の作製に成功した研究[85]も高い独自性から注目される。 以上のよう

に、歯髄の修復、再生については我が国から世界的評価に繋がる研究成果が発信されてお

り、社会実装を見据えた臨床研究や産業界との連携の今後の展開が期待される。 

イ 歯周病  

歯周病は口腔内の細菌叢破綻により、歯を支える歯周組織が破壊される感染性疾患であ

り、近年、全身状態へも悪影響を及ぼす疾患である。我が国においては、以下に記す世界

を先導する多様な基礎及び臨床研究が精力的に展開されている。 
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(ア)歯周病の病態解明：我が国の研究水準は極めて高く、歯周病学の主要国際誌 Top10%論

文中、歯周病病態形成の解明[86]、細菌と免疫を対象とした治療法 [87,88] に関する論

文が注目を集めている。主要な国際学術誌においては、歯周病の発症・進展における T細

胞の重要性[89]、口腔細菌叢の Dysbiosisによる炎症の誘導[90,91]、炎症制御による歯周

病抑制法[92,93]に関する報告がなされている。歯周病と免疫応答に関する総説論文は６

年で 1400以上の引用回数[94]を示しており、当該分野への注目度は世界的にも高いとい

える。臨床研究も高い水準にあり、Top10%論文によって裏付けされた基礎研究[95]から臨

床研究へ展開した国際共同研究成果が、本邦より報告されている[96,97]。 

(イ)Periodontal Medicine（歯周医学）：歯周病と糖尿病との関係については多くの介入研

究が行われており、歯周治療は血糖コントロールに有効であること[98]、逆に糖尿病治療

は歯周病の改善に有効であること[99]が日本糖尿病学会編 糖尿病診療ガイドライン 2019

にも明記されることとなった。また、保険制度における糖尿病患者に対する「歯周病安定

期治療」の毎月の算定が認められたように、これらの研究は新たな保険算定や算定要件の

拡大の基盤となった。歯周病と糖尿病に関しては既に世界的にも十分なエビデンスが確立

されているが[100]、今後は肥満やメタボリックシンドロームなどとの関連の解明が期待

されており、本邦においても多数の臨床、基礎論文が報告されている[101-103]。 

(ウ)歯周組織再生：組み替えヒト塩基性線維芽細胞増殖因子を用いた歯周組織再生医薬品

であるリグロスⓇは 2001年より日本で約 1000名の患者に対して５つの治験[104-106]を経

て、保険で受けられる治療として普及が進んでいる。また、さまざまな体性幹細胞を用い

た細胞治療も公的機関を中心に研究されており、全ての臨床研究において有効性と安全性

が確認されている。特に自己ヒト歯根膜細胞を用いた臨床研究[107]は 2018年に発刊され

既に 66回引用されており、現在 Top2%論文として影響を与えている。一方、細胞が分泌す

るエクソソームにも再生誘導効果が確認されており[108,109]、次世代の歯周組織再生療

法への展開が期待されている。 

 

(3) 咀嚼機能の維持・増進 

① 咀嚼機能の回復と維持 

本領域の研究には主として歯科補綴学領域、老年歯科医学領域が関わるが、我が国で生

理学、生体力学、生体材料学、再生医学などと連携しながら活発に研究が行われている。

日本補綴歯科学会の学会機関誌 J Prosthodont Resの 2021年 IFが 4.642で、2014年に JCR

収載後、歯科領域で５年連続 Q1を維持しているのは特筆に値する。 

咀嚼機能回復の波及効果は、歯の喪失と認知症の関連、咀嚼機能回復の認知症発症に対

する予防、先送り効果を示唆する優れた横断・縦断研究成果が蓄積されている[110]。誤

嚥性肺炎予防についても口腔ケアの重要性を世界で初めて実証した Yoneyamaらの研究

[111,112]を端緒とし、口腔機能管理の重要性を示す研究が多く発表されている。訪問診

療による要介護・入院高齢者、終末期高齢者への歯科的対応についても、口腔機能を専門

とする歯科補綴学領域の優れた臨床研究がある[113,114]。これらの研究成果により入
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院・要介護高齢者に対する口腔管理が「周術期口腔機能管理」や「口腔衛生管理加算」と

して国民健康保険と介護保険に複数導入され、社会実装された点は特筆すべきである。 

咀嚼機能評価についても国際標準である包括的患者立脚型アウトカムを指標とした研究

が盛んに行われているのみならず[115]、グミゼリー法をはじめとした客観的な咀嚼機能

検査関連の研究については我が国の独壇場であり[116]、いくつかの検査方法が社会実装

され、2018年には「有床義歯咀嚼機能検査」として保険収載されている。 

補綴治療によって回復された咀嚼機能を維持するためには、睡眠時ブラキシズム（歯ぎ

しり）に代表されるパラファンクションへの対応が必須である。当該領域の発表論文数の

国際比較では我が国は第４位(5149論文中 396編、Scopus)であり、歯科医学系学術雑誌の

みならず[117]、睡眠医学系学術雑誌のトップである Sleep[118]や J Sleep Res[119]、J 

Clin Sleep Med[120]等にも報告されている。伝統的に実験動物を用いた口腔生理学の基礎

研究も盛んだが、近年、世界で初めて睡眠時ブラキシズム患者由来 iPS細胞を用いた神経

細胞疾患モデルの構築にも成功している[121]。研究成果の社会実装の面からは、産学共

同で睡眠時ブラキシズム診断のために開発された超小型ウェアラブル筋電計が 2018年の

医療機器認証を経て、2020年には「睡眠時歯科筋電図検査」として保険収載された。 

以上の研究領域は超高齢社会を迎えた先進国で最も注目されている領域であり、我が国

の研究水準は国際的にトップレベルで、すでにその成果として様々な関連技術が社会実装

され、今後、社会への還元が進むと予測される。 

② 口腔インプラントによる咀嚼機能回復 

近年、咀嚼機能の維持・増進に、口腔インプラント治療が果たす役割が増している。こ

れは、骨に結合した人工歯根で支えられた上部構造により、従来の装置よりも高いレベル

の咀嚼機能が提供されるからである。口腔インプラントの材料学的な表面性状の研究は大

きく進歩し、骨結合の確実性が明らかに進歩する一方、上皮と生体材料の結合による感染

抵抗性の向上においても大きな進歩があった[122-124]。一方、口腔インプラントという

新しい治療概念がもたらしたパラダイムシフトは、生体材料と顎骨や歯槽骨との生物学的

な結合の意味を深く見つめることにつながり、骨髄由来間葉系幹細胞、ES細胞、歯肉結

合組織由来 iPS細胞を用いた新しいタイプの再生歯科医療が想起されるに至った[125-

131]。この流れは生体材料研究の進展とともに、新しいレベルのバイオエンジニアリング

を生み出し、歯や唾液腺の器官としての再生[132-135]、バイオマテリアルやメカノトラ

ンスダクションを用いた三次元組織再生[136-139]、多能性幹細胞（ES細胞、iPS細胞）

を用いた骨/軟骨様組織等の組織再生モデリングシステムの開発[140-145]、合成バイオマ

テリアルを用いた新規骨補填材の臨床応用[146-148]、成長因子を用いた骨再生療法や顎

骨壊死治療[149-151]、角化歯肉の生物学的誘導や結合組織誘導[152-154]、間葉系幹細胞

の老化と歯周組織破壊[155-159]に関する新たな知見が生み出されつつある。 

 

(4) 口腔がん、唾液腺疾患に対する予防・治療 

National Comprehensive Cancer Network（NCCN）と European Society for Medical 

Oncology（ESMO）のガイドラインでは、口腔がん治療は外科療法が第一選択であり、放射
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線療法と薬物療法は早期がんを除けば補助的に用いられており、これは世界共通の標準的

な治療方針となっている。口腔がんの国際的な治療成績の比較については、最近では 2013

年に発表された世界の口腔がんのハイボリュームセンター（７ヵ国、７施設）のデータを

解析した国際共同研究が唯一の報告である［160］。一方、日本でも日本口腔腫瘍学会と日

本口腔外科学会が合同で、世界的にも厳密とされる作成方法によって口腔がん診療ガイド

ラインを作成しており、2019年版が最新である［161］。推奨する治療方針は上記の NCCN

と ESMOのガイドラインと大きな齟齬はなく、治療成績についてもほぼ同様の結果が得ら

れており、世界の口腔がん治療専門施設と遜色ない成果が得られている［162］。 

口腔がん治療における世界的な潮流としては、進行口腔がん切除後には最新の 3D技術

を応用した上下顎や軟組織の再建が行われており、個々の患者の状態に合った精度の高い

手術ができるようになってきた。薬物療法においても、免疫チェックポイント阻害薬や分

子標的治療の早期の保険導入により、治療効果の確実な向上が得られている。さらに、日

本の特徴として、言語聴覚士等との連携により、より専門的な術後の構音、嚥下機能のリ

ハビリテーションが可能となるとともに、咀嚼機能回復については歯科インプラントの保

険導入により確実な回復が得られるようになり、機能回復の質は諸外国に比べて大きく向

上している。その一方で、口腔がんの早期発見のための検査手法などについても先駆的な

試みがなされている。このように、日本では世界的にみてもハイレベルな口腔がん治療が

行われてきており、個々の患者の特性に合わせたきめ細かな治療法を実施できるのが特徴

と言える[161]。今後、口腔外科における口腔がん治療がさらに発展するためには、多職

種連携が可能な医療施設の拡充と高度な専門性を備えた人材育成が必要であると考える。 

唾液腺疾患の中で近年注目されている口腔乾燥症は、唾液腺障害のみならず、うつ病な

どの気分障害、薬物の副作用、フレイルを含む加齢的変化で生じるために高齢者で発症す

ることが多く、超高齢社会の日本で積極的に取り組むべき疾患の一つである。口腔乾燥症

を生じる代表的疾患としてシェーグレン症候群が挙げられるが、日本が独自に提示した厚

労省シェーグレン症候群診断基準（1999年改訂）［163］は国際的にも貢献度は高く、発症

機序の解明を目指した基礎的研究や新たな治療法の確立を目指した研究報告も多い。 

さらに、日本から世界に向けて全身諸臓器に発症する IgG4関連疾患という新しい疾患

概念を提唱しており［164］、2009年には厚生労働科学研究補助金による難治性疾患研究事

業としてオールジャパン体制の研究班を立ち上げ、世界初の診断基準を示し、発症機序の

解明を目指した研究成果を報告して世界を牽引している。同疾患は唾液腺の発症頻度が最

も高いため、歯学領域からの診断方法や発症機序に関する研究報告が多く、現在の研究班

の研究代表者は歯学領域から選ばれている。 

 

４ Society5.0・SDGsを踏まえた歯学・口腔科学の展望 

 歯学、口腔科学が包含する領域は、摂食嚥下、栄養、コミュニケーション、呼吸など

人体と外界との接点であり、ヒトの尊厳を維持するために必要な QOL の維持、well-

beingと深く関わっている。人と機械や人と環境を繋ぐ領域として、まさしく SDGsの目

的である誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会実現のためのこの領
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域の意義を再認識しなければならない。同時に Society5.0に代表されるような理工学や

隣接の生命科学の進展と密接に関わりながら、本領域の学術のさらなる発展が求められ

る。本項目では、Society5.0・SDGs を踏まえた歯学・口腔科学の展望を４分野に分けて、

本領域のイノベーションと行動変容すべきことをまとめた。 

 

(1) 基礎歯科医学におけるドライ解析・ビッグデータを用いた最先端研究 

基礎歯科医学分野においても、ビッグデータを用いた研究は必須となりつつある。近年

では、「マルチオミクス解析」を「シングルセル（単一細胞）」レベルで行うことで、顎顔

面口腔領域における新たな生命・疾患の動態を観察することが可能になっている。 

顎顔面口腔領域の発生機構の解明にはマウスを用いた研究が中心的役割を果たしてきた

が、近年では組織内でそれぞれの細胞がどのように分化していくかについてシングルセル

レベルで明らかにすることが可能になりつつある[1]。また、Kashiwagiらは歯周病が糖尿

病を増悪させる機序を歯周病菌（Porphyromonas gingivalis）を嚥下した糖尿病モデルマ

ウスを用いてプロテオームならびにメタボローム解析により明らかにした[2]。基礎歯科

医学の複数分野で、本邦のグループが最先端研究を進めていることは特筆すべきである。

こうした解析は、公開データベースを用いて進める「ドライ解析」が可能になりつつあ

り、歯科医学研究においても従来の仮説先行型研究だけではなく、データ先行型研究が増

えつつある。今後は、ヒト臨床データから得られる仮説を、マウスなどの前臨床モデルで

検証し、歯科臨床にフィードバックするという流れが益々加速することが予想される。 

 

(2) 歯科臨床におけるバイオインフォマティクスと医療ビッグデータ 

① ヒトゲノム解析と歯学・口腔科学 

IT技術の進歩や AIの導入によりデータサイエンスが著しい進歩を遂げる中、歯科臨床

の研究においても、次世代シークエンサーの普及と情報科学と生命科学の融合で生じたバ

イオインフォマティクスの発展により、１塩基レベルの解像度でゲノム配列を網羅的に解

析（GWAS）する技術が急速な勢いで拡まっている。 

歯周病は、いくつかの遺伝要因の相乗効果によりおこる多因子性の疾患である。我が国

は、これまでにも歯周疾患関連遺伝子の GWAS研究において世界を牽引する成果を出して

きた[3]。エクソームシークエンスをはじめとするオミクス解析技術を基にした研究にお

いてもその強みを生かし、その優位性を維持している。侵襲性歯周炎は遺伝的要因が強く

影響することで発症・進行する歯周炎と考えられているが、同疾患を対象としたオミクス

解析によって、SMPD3、NOD2等の疾患関連遺伝子が見いだされている[4,5]。国外では、ヨ

ーロッパ諸国の研究が充実しており、希少患者の検体数を確保するために国をこえた共同

研究を推進することにより、論文の数と質を維持している様子が伺える。今後、多施設で

の共同研究の推進による検体数の拡充やオミクス解析に必要な研究資金の確保が世界に伍

する研究力を維持するための鍵となるだろう。 

GWASは口唇口蓋裂を始めとする歯や顎顔面の形成・形態不全の原因遺伝子の解明にも飛

躍的に拡がりを見せている。我が国は、歯の形態異常[6]や不正咬合の発症[7]を制御する
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遺伝要因の網羅的遺伝子解析にユニークな研究が散見されるものの、顎顔面の先天性奇形

を伴うような希少疾患の原因遺伝子の解明においては欧米と差がついている。我が国に

は、未診断疾患診断イニシアチブ（IRUD）のよう先天性疾患の原因遺伝子を探索する基盤

は構築されているものの、顎顔面の希少疾患や難病研究では対象患者のリクルートが特に

重要で、共同研究プラットフォームの形成や多施設にまたがる共同研究が課題である。 

口腔がん研究では、発がんやがん進展に関与する遺伝子変異をゲノムワイドで探索し、

疾患モデルを用いた前臨床試験でその意義が検証されている。特に我が国から、上皮間葉

相互作用に関与する頭頚部がんの転移の可能性を決定する分子の探索[8]や、口腔内悪性

黒色腫におけるトランスクリプトーム解析[9]等、国際的にも評価される成果が報告され

た。論文数での海外との比較ではやや立ち遅れている。海外の同テーマにおける論文は希

少がんである口腔がんの臨床検体を数多く収集し解析しているものが見られ、国を挙げた

国際ネットワークを通じた共同研究の成果であることが推察される。今後、日本が本研究

テーマで国際的に質の高い研究力を維持するためには、多施設での共同研究の推進とバイ

オバンクの構築・活用による口腔がん臨床検体数の拡充がさらに重要となるだろう。 

一方、がん医療に病理画像を AIで解析するバイオイメージ・インフォマティクスが発

展している。イメージングデータはゲノム情報と併せてマルチモダル AIで統合すること

で、がん医療における革新的な進歩が期待される。 

② 医療ビッグデータと歯学・口腔科学 

データサイエンスは疫学分野にも応用され、前例のない大規模コホート研究や世界最大

級のヘルスケアデータであるレセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を用い

た我が国独自の研究が展開されている。歯科疾患における大規模で先進的な手法を用いた

コホート研究[10,11]や、歯科健診など測定が厳密なコホートとして大規模な研究[12,13]

が報告されており、欧米と比較しても類のないコホート研究の手法や測定がなされてい

る。医療ビッグデータを用いた研究は、欧米を含めその成果がようやく現れ始めたところ

であるが、我が国では、国民皆保険制度で幅広く歯科医療がカバーされているため、国際

的にも充実したビッグデータを活用した研究の増加が見込まれる。最近では RCTを用いた

研究手法の問題が指摘されるなか、ビッグデータを基にした観察データによる因果推論が

注目を集め、さらには次世代医療の基盤形成と早期実現へ貢献が期待されている。 

 

(3) 歯科医学と AI・ICT（診断、遠隔診断）、歯科医療のデジタル化  

デジタル技術の発展に伴う人工知能（AI）、情報通信技術（ICT）の導入、DXは、歯科医

療あるいは歯科に関わる高度専門人材育成の現場においても進んでいる。COVID-19拡大に

より、欧米ではこれらは急加速しており、ポストコロナではデフォルトとなると予想され

る。 

歯科医療への AIの導入は、診断用画像や口腔内および顔貌写真・画像などにおいてデ

ィープラーニング応用が進んでいる。特に、パノラマ X線画像は、自動診断システムを開

発する対象として最適で、顎の嚢胞性病変、埋伏歯、骨折、上顎洞炎などさまざまな病変

の検出にディープラーニング AI技術が提案されている。また歯科用 CAD/CAMは、歯科用
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金属のみならず従来、歯科技工所では加工が困難であったチタンや高強度セラミックスを

含めた多種類の素材に対応し、材質の安定性を向上させ、トレーサビリティーを確保する

とともに、情報の保存や伝達にきわめて有効なこと、製作工程の簡素化と環境改善が図れ

ることから、オールセラミック修復物だけでなく、インプラント上部構造のフレームワー

ク製作まで幅広い補綴装置製作プロセスに導入されている。一方、デジタル診療機器と

ICTとの組み合わせにより遠隔診療が導入されつつある。歯科では医療施設に入院中の患

者に行う処置も多く、画像診断に加え、口腔機能や嚥下機能が低下した患者に対する指導

管理や摂食嚥下リハビリテーションへの活用が期待されている。特に歯科訪問診療と併用

での患者指導における効果は高く、訪問診療の提供体制に変化をもたらす。 

歯科医療 DXは、ビッグデータ、AI、IoT等からなるデジタルプラットフォームを整備す

ることで成し遂げられる。DXは歯科のみならず、あらゆる業界・業種が取り組むべき重

要なテーマであり、歯科におけるデジタル技術関連の研究も増加傾向にある。PubMed収載

の論文数は 2010～2020年の 10年間に 545編から 1986編へと急増している。しかし我が国

から発表された論文はその４％強程度(2020年 82編)である。ただしコンポジットレジン

CAD/CAM冠の保険適用は、小臼歯(2014年)、大臼歯(2017年)、前歯（2020年）へと拡大

し、保険請求件数は、2017年に 1,585,217件、2018年に 1,999,647件、2019年には

2,272,538件となり、これほど広く国民に対してデジタル技術を基盤とした歯科治療が提

供されている国は世界的にも類をみない。これらと並行して歯学教育のデジタル化、すな

わち VR・AR空間の活用や Web授業も加速している。特筆すべきは、歯科医師養成教育に

おいて欠かせない「技能教育」への臨場感、実感覚（力・触圧覚等）提示が可能なインタ

ラクティブ XR技術の導入による実習システム等の開発が進んでいることである。 

 

(4）歯科治療のグリーン化（脱材料化）、レジリエント化 

歯科材料全体の使用量の 75％は模型材・埋没材の主成分の石膏であり、アルギン酸や

ポリマー系材料の印象材と併せて 90％以上を占め、カーボンニュートラル・環境負荷に

ついて検討されるべきである。石膏の製造・廃棄双方での CO2排出・環境負荷を低減する

ため、石膏を主成分とする模型材・埋没材の使用量削減が最も重要な課題と言える。印象

材は口腔内に接触しているため、感染性廃棄物として焼却処理されるのが通例である。そ

のため印象材の使用は CO2排出に直結する。現在、急速に進められている歯科医療のデジ

タル化においては、印象採得から模型製作、修復装置などの設計まで一貫してデジタルデ

ータとして行い、修復装置の製作も CAD/CAMで行われる。模型保管の問題も解決するだけ

でなく、治療データや個人識別情報の共通化、大規模化によるメリットも大きい。 

歯科器材の省エネルギー化、カーボンニュートラル化の取り組みは、歯科のみならず川

上の産業とともに進み、石油由来のレジン系材料の代替としてセルロースナノファイバ

ー、キトサン等、新たな天然素材由来の材料の歯科医療への応用研究が進んでいる。 

歯科診療のレジリエント化としては、感染症を含めたあらゆる災害へ対応可能な歯科医

療の環境ならびに機器・技術の整備が必要である。我が国に特徴的な診療環境の整備とし

て、歯の切削等で飛び散る粉塵、水滴等を取り除くために診療チェアの近傍に専用の口腔
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外バキューム装置（集塵機）を設置していることが挙げられる。本装置は、社会保険制度

上でも、病院、診療所における設置が外来環境体制加算の要件になっており、歯科診療環

境の整備が進んでいる。COVID-19感染拡大の際にもバキューム装置の活用が推奨され、諸

外国では通常の歯科医療機関はほぼ休診となったものの、我が国では歯科診療が継続でき

た一因とされる。これら技術は、ある意味で我が国の歯科医療の先進性を示すところであ

り、国際展開が図れる要素である。また口腔外バキュームよりも、より広い範囲でより効

果的に集塵、さらにはエアロゾル、ウイルス除去を行いうる装置の開発も、我が国の空調

技術と流体科学や感染医学との異分野融合研究により可能である。 

震災などの大規模災害時に求められる歯科的対応として、歯型からの犠牲者の身元確認

ならびに避難所や病院等での口腔衛生管理、歯科医療救護がある。歯型からの身元確認で

は、犠牲者からの死後データと歯科医療機関に保管された生前データを照合し、身元を確

認する。現在は新たな ISO規格が発行され、歯科医療データのバンク化をはじめ、情報科

学分野との連携による AI等の研究開発等、今後大きく発展する分野である。また避難所

や病院等で口腔衛生管理は、口腔衛生状態の悪化による誤嚥性肺炎の発症防止に大きな効

果を上げる。訪問診療用機器は有用な機器であるが、次世代の可搬型、省エネルギー型の

携帯可能な歯科診療機器セットの開発が待たれる。以上は、レジリエントな社会を構築す

るうえでも重要なファクターとなる。 

  



 

22 

＜参考文献＞ 

(1) 基礎歯学領域(口腔科学基礎) 

[1] Hayashi T, et al. Dev Cell. 40:95-103, 2017 (IF:12.27; 被引用回数:40) 
[2] Yamada A, et al. J Biol Chem. 291: 904-912, 2016 (IF: 5.157; 被引用回数:15) 
[3] Sakai M, et al. FEBS J. 286:3701-3717, 2019 (IF: 5.542; 被引用回数−) 
[4] Ogawa M, et al. Nat Commun. 4:2498, 2013 (IF: 14.919; 被引用回数:65) 
[5] Kurosawa M, et al. Arthritis Rheumatol. 69:2193-2202, 2017 (IF: 10.995; 被引用回数:15) 
[6] Ohyama Y, et al. Arthritis Rheumatol 39:1376-1684, 1996 (IF: 10.995; 被引用回数:158） 
[7] Haneji N, et al. Science. 276:604-607, 1997 (IF: 47.728; 被引用回数:112) 
[8] Ishiguro N, et al. Arthritis Rheumatol. 72:166-178, 2020 (IF: 10.995; 被引用回数:20) 
[9] Maehara T, et al. Ann Rheum Dis. 76:377-385, 2017 (IF: 19.103; 被引用回数:54) 
[10] Tanaka A, et al. Arthritis Rheumatol. 64: 254-263, 2012 (IF: 10.995; 被引用回数:181) 
[11] Maehara T, et al. Ann Rheum Dis. 76:377-385, 2017 (IF: 19.103; 被引用回数:150) 
[12] Tanaka J, et al. Nat Commun. 9:4216, 2018 (IF: 14.919; 被引用回数:35) 
[13] Usami Y, et al. Oral Sci Int. 28:10, 2020 (IF: 0.33; 被引用回数:6) 
[14] Sakaguchi W, et al. Int J Mol Sci. 21:6000, 2020 (IF: 5.542; 被引用回数:48) 
[15] Sawa Y, el al. J Anat. 238:1341-1354, 2021 (IF: 2.61; 被引用回数:7) 
[16] Sudo H, et al. J Cell Biol.96:191-198, 1983 (IF:10.539; 被引用回数:1495) 
[17] Takahashi N, et al. Endocrinology. 123:2600-2602, 1988 (IF:4.736; 被引用回数:816) 
[18] Shimomura Y, et al.  Calcif Tissue Res. 19:179-187. 1975 (IF, 4.333; 被引用回数, 190) 
[19] Katagiri T, et al. J Cell Biol.127:1755-1766, 1994 (IF: 10.539; 被引用回数:1216) 
[20] Komori T, et al. Cell. 89:755-764, 1997 (IF: 41.584; 被引用回数: 3423; Top 1%) 
[21] Nakashima K, et al. Cell. 108:17-29, 2002 (IF:41.584; 被引用回数:2531; Top 1%) 
[22] Yasuda H, et al. Proc Natl Acad Sci USA.95:3597-3602, 1998 (IF:10.700; 被引用回数:3193; Top 1%) 
[23] Hata K, et al. J Clin Invest.118:3098-3018, 2008 (IF:14.808; 被引用回数:65; Top 3%) 
[24] Nakashima T, et al. Nat Med.17:1231-1234, 2011 (IF:53.440; 被引用回数:1004; Top 1%) 
[25] Hayashi M, et al. Nature. 485:69-74, 2012 (IF:49.3962; 被引用回数:334; Top 3%) 
[26] Hayashi M, et al. Cell Metab.29:627-637, 2019 (IF:27.287; 被引用回数:52; Top 3%) 
[27] Mizoguchi T, et al. Dev Cell. 29:340-349, 2014 (IF:12.270; 被引用回数:232; Top 2%)  
[28] Matsushita Y, et al. Nat Commun. 11:332, 2020 (IF:14.919; 被引用回数:56; Top 2%)  
[29] Koide M, et al. J Bone Miner Res. 32:2074-2086, 2017 (IF: 6.741; 被引用回数: 30; Top 7%)  
[30] Koide M, et al. Sci Rep. 2020;10:13751 (IF: 4.380; 被引用回数:2)  
[31] Moriishi T, et al. PLoS Genet. 16:e1008586, 2020 (IF: 5.917; 引用回数:46; Top 1%) 
[32] Saito A, et al. Stem Cell Res Ther. 9:12, 2018 (IF: 6.832; 被引用回数: 14) 
[33] Onodera S, et al. Stem Cell Rep. 15:125-139, 2020 (IF:7.765; 被引用回数:3) 
[34] Fujimoto M, et al. Mol Endocrinol. 29:140-152, 2015 (IF: 3.628; 被引用回数:20)  
[35] Machiya A, et al. Bone. 111:101-108, 2018 (IF: 4.398; 被引用回数:20) 
[36] Kitamura M, et al. J Bone Miner Res. 31:806-814, 2016 (IF: 6.741; 被引用回数:44; Top 8%) 



 

23 

[37] Top://www.kaken.co.jp/nr/release/nr20160928.html 
[38] Takayanagi H, et al. Dev Cell. 3:889-901, 2002 (IF:12.270; 被引用回数:1711; Top 2%) 
[39] Ikeda F, et al. J Clin Invest.114:475-484, 2004 (IF:14.808; 被引用回数:365; Top 1%) 
[40] Jimi E, et al. Nat Med.10:617-624, 2004 (IF:53.440; 引用回数:406; Top 2%) 
[41] Koga T, et al. Nature. 428:758-763, 2004 (IF:49.3962; 被引用回数:603; Top 3%) 
[42] Zhao B, et al. Nat Med.15:1066-1071, 2009 (IF:53.440; 被引用回数:197; Top 10%) 
[43] Nishikawa K, et al. Proc Natl Acad Sci USA. 107:3117-3122, 2010 (IF:10.700; 被引用回数:114) 
[44] Tsukasaki M, et al. Cell Rep. 32:108124, 2020 (IF: 7.765; 被引用回数:14) 
[45] Mizoguchi T, et al. J Cell Biol.184:541-554, 2009 (IF:10.539; 被引用回数:108)  
[46] Maeda K, et al. Nat Med. 19:405-412, 2012 (IF:53.440; 被引用回数:288; Top 1%) 
[47] Tsukasaki M, et al. Nat Metab. 2:1382-1390, 2020 (IF:13.511; 被引用回数:2) 
[48] Ikebuchi Y, et al. Nature. 561:195-200, 2018 (IF:49.3962; 被引用回数:76; Top 1%)  
[49] Yoshida CA, et al. Genes&Dev. 18:952-963, 2004 (IF:11.361; 被引用回数:412; Top 4%) 
[50] Ohba S, et al. Cell Rep. 12(2):229-243, 2015 (IF:7.765; 被引用回数:98) 
[51] Ohba S, et al. Dev Cell. 14:689-699, 2008 (IF:12.270; 被引用回数:94) 
[52] Yoshida M, et al. Nat Commun. 6,6653, 2015 (IF:14.919; 被引用回数:42) 
[53] Hata K, et al. Nat Commun. 4:2850, 2013 (IF:14.919; 被引用回数:47) 
[54] Yamashita A, et al. Nature. 513:507-511, 2014 (IF:49.3962; 被引用回数:130; Top 4%) 
[55] Ono N, et al. Nat Cell Biol. 16:1157-1167, 2014 (IF:28.824; 被引用回数:222; Top 3%) 
[56] Mizuhashi K, et al. Nature. 563:254-258, 2018 (IF:49.3962; 被引用回数:110; Top 1%) 
[57] Ohazama A, et al. Plos One. 3:e4092, 2008 (IF:3.24; 被引用回数:137 ) 
[58] Yoshida T, et al. Mech Dev. 125:797-808, 2020.  (IF:1.882; 被引用回数:229) 
[59] Nakatomi M, J Dent Res. 85:427-431, 2006 (IF: 6.116; 被引用回数:118) 
[60] Wang et al. Dis Model Mech. 12: dmm040279, 2019 (IF:5.785; 被引用回数:15) 
[61] Tu YH, et al. Science. 359:1047-1050, 2018 (IF:47.728; 被引用回数:94) 
[62] Lee SJ, et al. Nat Rev Drug Discov.18:116-138, 2019 (IF:84.694; 被引用回数:94) 
[63] Davis KD et al. Nat Rev Neurol.16:381-400, 2020. (IF:42.937; 被引用回数:71) 
[64] Morquette P, et al. Nat Neurosci.18: 844-854, 2015. (IF:24.884; 被引用回数:77) 
[65] Bautista TG & Dutschmann M. J Physiol, 592:2605-2623, 2014 (IF:5.182; 被引用回数:45) 
[66] Lederberg J. Science. 288:287-93, 2000 (IF47.728; 被引用回数:385) 
[67] 「微生物叢（マクロバイオーム）研究の統合的推進 〜生命,健康・医療の新展開〜」

https://wwwjstgojp/crds/report/CRDS-FY2015-SP-05html. 2016:CRDS-FY2015-SP-05. 
[68] Xu Q, et al. Cell. 165:690-703, 2016 (IF:41.582; 被引用回数:38) 
[69] Shibata S, et al. Nat Microbiol.5:830-837, 2020 (IF:17.745; 被引用回数:9) 
[70] Nakane D, et al. Proc Natl Acad Sci USA.110:11145-11150, 2013 (IF:11.205; 被引用回数:76) 
[71] Kuboniwa M, et al. Nat Microbiol. 2:1493-1499, 2017 (IF:17.745; 被引用回数:90) 
[72] Kato T, et al. mSphere.3: e00460-18, 2018 (IF:4.389; 被引用回数:45) 
[73] Atarashi K, et al. Science.358:359-365, 2017 (IF:47.728; 被引用回数:258)   



 

24 

[74] Takayanagi H, et al. Nature. 408:600-605, 2000 (IF:49.962; 被引用回数:944) 
[75] Sato K, et al. J Exp Med.203:2673-2682, 2006 (IF:14.307; 被引用回数:993) 
[76] Tsukasaki M, et al. Nat Commun. 9:701, 2018 (IF:14.9119; 被引用回数:98) 
[77] Kitamoto S, et al. Cell.182:447-462, 2020 (IF:41.582; 被引用回数:69) 
[78] Ikeda E, et al. Proc Natl Acad Sci USA. 106:13475-13480, 2009 (IF:10.700; 被引用回数:282) 
[79] Nakao K, et al. Nat Methods. 4(3):227-230, 2007 (IF:28.547; 被引用回数:346; Top 3%) 
[80] Takagi R, et al. Sci Adv.2: e1500887, 2021 (IF:14.143; 被引用回数:58; Top 9%) 
[81] Murashima-Suginami A, et al. Sci Adv.7: eabf1798, 2021 (IF:14.143; 被引用回数:1) 
[82] Itoh Y, et al. J Dent Res. 97:1137-1143, 2018 (IF:6.116; 被引用回数:45; Top 2%) 
[83] Katata C, et al. J Dent Res. 100:1351-1358, 2021 (IF: 6.116; 被引用回数:1)  
[84] Nakashima M, et al. Stem Cell Res Ther. 8:61, 2017 (IF:6.832; 被引用回数:146; Top 2%) 
[85] Iwata T, et al. Biomaterials. 30:2716-2723, 2009 (IF:12.479; 被引用回数:270; Top 3%) 
[86] Iwata T, et al. Regen Ther. 9:38-44, 2018 (IF:3.419; 被引用回数:66; Top 3%) 
[87] Washio K, et al. Cell Tissue Res. 341:397-404, 2010 (IF:5.249; 被引用回数:78; Top 9%) 
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[94] Gao J, et al. Lab Invest. 101:1475-1483, 2021 (IF:5.391; 被引用回数:0) 
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[126] Egusa H, et al. Plos One. 5:e12743, 2010 (IF:3.24; 被引用回数:121) 
[127] Yu G, et al. J Dent Res. 95:110-118, 2016 (IF:6.116; 被引用回数:10) 
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[129] Okawa H, et al. Stem Cells Int. 6240794, 2016 (IF:5.443; 被引用回数:14) 
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[146] Ishikawa K. Materials (Basel). 3:1138-1155, 2010 (IF:2.972; 被引用回数:123)  
[147] Suzuki O, et al. Tohoku J Exp Med. 164:37-50, 1991 (IF:1.848; 被引用回数:217)  
[148] Suzuki O, et al. Biomaterials. 27:2671-2681, 2006 (IF:12.479; 被引用回数:265) 
[149] Ono M, et al. Cells Tissues Organs. 199:249-55, 2014.(IF:2.481; 被引用回数:10) 
[150] Nguyen HT, et al. J Bone Miner Res. 34:327-332, 2019 (IF:6.741; 被引用回数:6) 
[151] Mikai A, et al. Int J Mol Sci. 21:7028, 2020 (IF:5.924; 被引用回数:5) 
[152] Fujiwara H, et al. Cell. 144:577-589, 2011 (IF:41.584; 被引用回数:204) 
[153] Ishii K, et al. Stem Cell Reports. 10:568-582, 2019 (IF:7.765; 被引用回数:13) 
[154] Komori T, et al. Sci Rep. 8:2612, 2018 (IF:4.38; 被引用回数:12) 
[155] Sonoyama W, et al. Plos One. 1:e79, 2006 (IF:3.24; 被引用回数: 1424)  
[156] Tuskasaki M, et al. Nature communications. 701:2018.(IF:14.919; 被引用回数:103) 
[157] Akiyama K, et al. Cell Stem Cell. 10:544-555, 2012 (IF:24.633; 被引用回数:631) 
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[158] Nakao Y, et al. Acta Biomaterialia. 122: 306-324, 2021 (IF:8.947; 被引用回数:18) 
[159] Aung KT, et al. Int J Mol Sci. 21:8103, 2020 (IF:5.924; 被引用回数:5) 
[160] Amit M, et al. Cancer 119:4242-4248, 2013 (IF: 6.860; 被引用回数:103) 
[161] 口腔癌診療ガイドライン 2019年版. 口腔癌診療ガイドライン改訂合同委員会編（日本口腔

腫瘍学会・日本口腔外科学会), 金原出版, 東京, 2019. 
[162] 国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」ganjoho.jp. 
[163] Fujibayashi T, et al. Mod Rheumatol 14:425-434, 2004. （IF: 3.023; 被引用回数:212) 
[164] Umehara H, at.al. Mod Rheumatol 22:21-30, 2012. （IF:3.023; 被引用回数:1310; Top 1%) 
 

(3) Society5.0・SDGsを踏まえた歯学・口腔科学の展望 

[1] Chiba Y, et al. Front Cell Dev Biol. 8:841, 2020 (IF:5.870; 被引用回数:14; Top10%) 
[2] Kashiwagi, et al. Sci Rep. 11:18398, 2021 (IF:4.379) 
[3] Shimizu S, et al. J Dent Res. 94:555-561, 2015 (IF:6.116; 被引用回数:43; Top10%) 
[4] Miyauchi S, et al. J Dent Res. 96:339-346, 2017 (IF:6.116; 被引用回数:5) 
[5] Sudo T, et al. J Dent Res. 96:1100-1105, 2017 (IF:6.116; 被引用回数:7) 
[6] Kimura R, et al. Hum Mol Genet. 24:2673-2680, 2015 (IF:5.549: 被引用回数:21) 
[7] Ikuno K, et al. Am J Orthod Dentofacial Orthop. 145:757-762, 2014 (IF:2.650; 被引用回数:30; 

Top10%) 
[8] Kisoda S, et al. Oral Dis. 26:1149-1156, 2020 (IF:3.511; 被引用回数:12; Top10%) 
[9] Rahman MM, et al. Oncol Rep. 43:16-30, 2020 (IF:3.906; 被引用回数:14; Top10%) 
[10] Matsuyama Y, et al. J Dent Res. 96:1006-1013, 2017 (IF:6.116; 被引用回数:26; Top10%) 
[11] Matsuyama Y, et al. https://pubmed.ncbi.nlm.nih.gov/30849271/ J Dent Res. 98:510-516, 2019 

(IF:6.116; 被引用回数:16; Top10%) 
[12] Takeuchi K, et al.  J Dent Res. 98:534-540, 2019 (IF:6.116; 被引用回数:25; Top10%) 
[13] Fukuhara S, et al. J Dent Res. 100:361-368, 2021 (IF:6.116; 被引用回数:1) 
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＜参考情報＞各分野における国際比較の総括表 

 以下の国際比較の表は、2013年度の報告「我が国における歯科医学の現状と国際比

較」にある比較表に準じて、各分野の執筆者が、論文をもとに評価を行った。地域を日

本、米国、欧州、アジア（主に東アジア)の地域に、その研究のフェーズを「研究水

準」、「技術開発水準」、「産業技術力・臨床水準」に分け、現状 〔A：非常に進んでい

る、 B：進んでいる、C：遅れている、 D：かなり遅れている〕とその研究の活性のトレ

ンド〔↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向〕で評価した。なお、その評価は、我が

国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価とした。 
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2-(1) 唾液腺 

国・地域  フェーズ 現状  
トレ

ンド  
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 A → 唾液腺の発生・再生および免疫疾患に関する研究は高い水準を維持している。 

技術 

開発水準 
A → 

遺伝子の網羅的解析技術、プロテオミクス、バイオインフォマティクスを応用

した高い研究技術を維持している。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

臨床応用を目指したトランスレーショナルリサーチの推進、環境整備が望まれ

る。 

米国 

研究水準 A → NIHを中心として高い研究水準を維持している。 

技術 

開発水準 
A ↗ 分子プロファイリングなどの高い技術を発展させている。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 豊富な資金力による高い産業技術力を維持している。 

欧州 

研究水準 B → 一部の高い水準の研究が維持されている。 

技術 

開発水準 
B → 本分野での標準的な技術開発水準が維持されている。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 一部の高い産業技術力が維持されている。 

アジア 

研究水準 A ↗ 中国を中心に高い研究水準に進展している。 

技術 

開発水準 
B ↗ 中国を中心に本分野での研究技術の水準が向上している。 

産業技術力 

臨床水準 
A ↗ 豊富な資金力と産学の連携により産業技術力は進展している。 

全体コメント  

本邦の唾液腺研究は、質・量ともに中国に次いで 3位に下降しているが、唾液腺の再生技術の開発など、特徴的な

研究が進展している。 
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2-(2) 骨・軟骨代謝 

国・地域 フェーズ 現状 
トレ

ンド 
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 A ↗ 独創的な基礎研究が行われている。 

技術 

開発水準 
A ↗ 世界各国と比べて、我が国の技術水準は高い。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

改善されつつあるが、まだまだ米国に比べて産業技術への開発環境、例えば産

学連携が弱い。 

米国 

研究水準 A ↗ 研究技術の開発が早く、研究のトレンドとなる研究が行われている。 

技術 

開発水準 
A ↗ 医薬品開発・製品化への技術開発が早い。 

産業技術力 

臨床水準 
A ↗ 医薬品開発・研究機器・研究材料開発の産業技術力が高い。 

欧州 

研究水準 B ↗ 研究水準は高いが、本邦や米国に比べて Topジャーナル掲載論文数が少ない。 

技術 

開発水準 
A ↗ 伝統的に医薬品開発や研究機器や研究材料の開発技術が高い。 

産業技術力 

臨床水準 
A ↗ 医薬品開発・製品化が早い。 

アジア 

研究水準 C ↗ 
近年、中国からの Topジャーナル掲載論文は著しく増加している。しかし、独

創性は、他国と比較して高いとは言えない。 

技術 

開発水準 
C ↗ 

中国は、研究開発費が伸びており、発表論文数に反映されている。今後、独創

的な技術開発が増える可能性は高い。 

産業技術力 

臨床水準 
C ↗ 

中国の産業技術力の伸びは著しい。しかし、製品の完成度、信頼度が欧米や日

本製品に比べて劣る。 

全体コメント 

日本は、米国と並んで世界的な研究を牽引してきた。最近、経済活動の進展に伴い、中国の情報発信力が高まって

いる。日本においては、国家や民間企業による幅広い研究活動の支援がますます重要と思われる。 
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2-(3) 歯・顎・顔面の発生・異常 

国・地域 フェーズ 現状 
トレ

ンド 
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 B → 
研究方向としては進んでいるが、研究資金不足と考えられる。また、研究人口

が増えない。 

技術 

開発水準 
B → 研究人口の増加がないと、技術開発の余力が生まれない。 

産業技術力 

臨床水準 B → 研究内容が多様化しないと、産業技術力が生まれない。 

米国 

研究水準 A ↗ 現時点の研究業績では一番であると考えられる。 

技術 

開発水準 
A → 新たな技術の該当研究領域への導入が早い。 

産業技術力 

臨床水準 B → 
基礎研究の産業への結びつきについては、もう少し基礎研究によって蓄積され

る研究業績が必要である。 

欧州 

研究水準 A → 
研究資金として、網羅的な解析に対する研究資金を得る機会が少ないと考え

る。 

技術 

開発水準 
B → 

新たな技術の該当研究領域への導入が早いが、研究資金面でやや開発が遅れて

いると考えられる。 

産業技術力 

臨床水準 B ↗ 基礎研究の産業利用への発展に興味が集まっていると考えられる。 

アジア 

研究水準 C → 
アジアでは、基礎研究よりも応用研究が好まれ、かつ頭蓋顎顔面領域を研究す

る人口が少ない。ただし、中国では基礎研究を行う研究者人口が増えている。 

技術 

開発水準 
C → 中国を除くと、技術開発は欧米への依存度が高いと考えられる。 

産業技術力 

臨床水準 C ↗ 産業に生かせるテーマへの興味は大きいと考えられる。 

全体コメント 

アジアの中で、近年、中国は当該研究領域でも、高額な研究資金を背景に網羅的な解析を行った研究業績が出てき

ている。 
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2-(4)-① 味覚 

国・地域 フェーズ 現状 
トレ

ンド 
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 B → 

日本発祥のうま味研究（英語でも UMAMIと表記）を基軸として、遺伝子改変マ

ウスと超微細技術を駆使した末梢経路解析、神経伝達物質放出機構の研究は世

界をリードしている。 

技術 

開発水準 
A → 

うま味物質を含むアミノ酸の受容分子基盤は、KOKUMI物質の開発をはじめ様々

な企業による健康食品や医薬品開発へと広く応用展開されている。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

日本味と匂学会を中心として基礎研究と産業界との連携が進んでいる。また、

5感研究者による“感覚研究コンソーシアム”が設立され産学連携推進事業が

始まった。 

米国 

研究水準 A → 
多くの研究拠点が形成されており、多種における味覚受容体から味細胞内伝達

や中枢情報処理機構の解明に至るほぼ全ての領域で世界をリードしている。 

技術 

開発水準 
A → 

シングルセル RNA-seqや味蕾オルガノイド等技術開発水準が高い。肥満や糖尿

病対策のために腸-脳連関による摂食調節機構の解明と医療応用研究が進んで

いる。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

COVID-19における味覚・嗅覚障害の治療法の開発に焦点を当てた新たな学術組

織が立ち上がり（ITTSD、 GCCR）、世界をリードしている。産業化システムも

確立している。 

欧州 

研究水準 B → 
各国に味覚と栄養・健康を統括的に研究する拠点があり、特にヒト肥満との関

連解析が進んでいる。苦味受容体の機能解析では世界をリードしている。 

技術 

開発水準 
B → 

栄養と健康に関する研究技術が高い。苦味の受容体の構造活性相関から中枢へ

の神経投射さらに他臓器における機能解析まで多角的な展開が見られる。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 研究能力の高い食品化学企業による研究開発が進んでいる。 

アジア 

研究水準 B ↗ 

中国では、論文数は近年急増しており、2018年以降は日本を上回り、米国に迫

る勢いであり、質の高い研究の数が増加している。韓国でも Drosophilaの味

覚研究において質の高い研究成果が多く見られる。ヒトを対象とした研究も増

加している。 

技術 

開発水準 
B ↗ 

中国では、欧米からの帰国研究者へ豊富な資金が投入されており、基礎研究だ

けでなく、ヒトにおける臨床研究が驚異的なスピードで進んでいる。その他の

国での開発水準は低い。 

産業技術力 

臨床水準 
B ↗ 

中国では、人材と合わせて独自の技術が生まれる環境も整ってきており、

COVID-19関連論文は米国に続いている。また韓国化学感覚摂食行動研究会が設

立され、日本味と匂学会との協働が始まっている。 

全体コメント 

全体コメント：2021年度のノーベル医学生理学賞を痛覚・触覚の研究者が受賞したことにより、味覚を含む感覚研

究の重要性が世界で急激に高まっている。Scopus における味覚領域の論文数（過去 5年）の国別分布 Top5は米国、中

国、英国、インド、イタリアとなっており、米国が圧倒的に多く、欧州が続く。中国は 2012-2016年と比べると倍増し

ているのに対して日本は第 6位、韓国は 13位で横ばい傾向である。世界に比して我が国の歯科医学領域における味覚

研究者数は多く、研究水準も非常に高いことは特筆すべき点である。しかし、研究費の過度の選択と集中による研究

領域全体の水準低下が危惧される。 

 
  



 

36 

2-(4)-② 口腔顔面痛 

国・地域  フェーズ 現状 
トレ

ンド 
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 B → 
研究水準は現状維持できているが、歯科医学研究者が減少傾向にあるため、今

後はトレンドが下降する可能性がある。 

技術 

開発水準 
B ↗ 

オプトジェネティクスなどの新技術が導入されつつあり、今後の技術開発水準

の向上が期待できる。 

産業技術力 

臨床水準 
C → 

口腔顔面痛治療薬または治療法開発に、我が国はほとんど寄与できていない。

産学連携の推進が必要である。 

米国 

研究水準 A ↗ 
世界中からポスドクを受け入れ、精力的に研究が進められている。研究水準は

さらに向上が見込まれる。 

技術 

開発水準 
A → 

神経生理学分野の研究で開発された新技術が、口腔顔面痛研究に応用されるの

が早い。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

製薬企業との連携で新規慢性疼痛治療薬の開発が進んでいるが、口腔顔面痛に

特化した治療薬開発はない。 

欧州 

研究水準 C → 
臨床研究は進んでいるが、基礎研究者が少ないため基礎研究水準は停滞気味で

ある。 

技術 

開発水準 
D → 

神経生理学分野での技術開発は散見されるが、口腔顔面痛研究に応用される技

術開発はほとんどなされていない。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

製薬企業との連携で新規慢性疼痛治療薬の開発が進んでいるが、口腔顔面痛に

特化した治療薬開発はない。 

アジア 

研究水準 C → 
アジア全体の研究水準は低い。しかし、中国および韓国では米国から帰国した

研究者によって急速に研究水準が上昇している。 

技術 

開発水準 
D → 新技術が導入されつつあるが、アジア独自の技術開発はあまり進んでいない。 

産業技術力 

臨床水準 
D ↗ 

現状では産業技術力は低い、しかし、中国では、豊富な資金力を背景に今後急

速に産業技術力が向上すると予想される。 

全体コメント 

現在我が国における口腔顔面痛の研究水準は現状維持できているが、昨今の歯科医学研究者数の減少と研究費の削

減により今後下降傾向となると思われる。特に研究費に関して、欧米では産学連携、中国では国家レベルの研究者支

援が見込まれるが、我が国では研究費のソースは限られる。今後は臨床研究と基礎研究を同時に進め、産学連携を推

進することが望まれる。 
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2-(4)-③  咀嚼・嚥下機能 

国・地域  フェーズ 現状  
トレ

ンド  
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 B ↗ 

過去ほどの勢いはないものの、異分野の研究者が咀嚼は脳機能の発達に重要で

あるという論文を発表するなど、新規参入も認められた。fMRIや NIRSなどを

応用した嚥下運動における脳機能活動測定なども精力的に行われている。研究

者の人材育成やさらなる研究水準の向上には一層努力を要する。 

技術 

開発水準 
A → 

神経生理学研究で盛んに行われている光遺伝学や薬理遺伝学などの新技術が咀

嚼嚥下研究にも応用されつつあるが、学術論文としてはまだ発表されていな

い。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

咀嚼や嚥下の臨床研究と産学連携における成果が発表され、特に、咀嚼をモニ

タリングする咀嚼計とそのアプリの開発や摂食嚥下機能障害に適した食事用具

や介護食などが開発されている。また、学童期から高齢期までの食育を充実さ

せる努力も開始されている。 

米国 

研究水準 B → 

咀嚼の基礎研究者は北米でも減少傾向にあるが、従来から咀嚼研究を行ってい

る研究拠点から継続して研究成果が報告されており、高い研究水準を保ってい

る。一方、嚥下の基礎研究の規模は大きくはなく、研究水準の高い少数の研究

拠点がある程度である。 

技術 

開発水準 
A ↗ 

咀嚼リズム形成におけるアストログリアの新たな役割や咀嚼研究に対するウイ

ルスベクターの新規応用が報告されるなど、技術開発が着実に推進されてい

る。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

咀嚼・嚥下障害に対する産業界からのニーズは必ずしも高いとはいえない。産

業技術力は高い水準にあるため、高齢化の進展の状況によっては産業化が促進

される可能性は十分にある。 

欧州 

研究水準 B → 

嚥下の基礎研究は、2000年以降急速に勢いが弱まっていたが、ここ数年、以前

とは異なるフランスの複数のグループが研究成果を報告するなど新規参入が認

められる。咀嚼の基礎研究に関しては、単発の研究成果は継続して報告されて

いるが、研究規模は大きくない。 

技術 

開発水準 
B → 

以前から行われている研究技術を用いた報告がほとんどであり、新たな技術の

開発はあまり見込めない。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

臨床研究における成果は報告されているが、この分野での基礎研究が停滞する

中で、両者の連携は乏しい。一方、産業界で介護食開発の動きがある。 

アジア 

研究水準 C → 

韓国では電子顕微鏡を用いて咀嚼、嚥下に関与する神経細胞の形態に関する研

究成果が数多く報告されている。またオーストラリアでは嚥下の中枢制御の関

する研究成果が報告されている。しかしアジア全体では研究水準は高くない。 

技術 

開発水準 
C → この領域での、技術開発は低く、新技術開発には至っていない。 

産業技術力 

臨床水準 
C → この領域での、産業技術開発への進展は見られない。 

全体コメント 

我が国における咀嚼嚥下に関する基礎研究は、新規参入の研究者が多少増加し、新技術の応用も始まっていること

から、やや伸び気味である。米国でも同様に、継続的な研究成果の報告や技術開発が行われている。一方で、欧州で

は以前の勢いはなくなっており、アジア全体では研究水準は高くない。この分野の研究は我が国では歴史があるが、

研究水準のさらなる向上のためには、早期のテコ入れが必要である。 
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2-(5) 免疫・感染 

国・地域  フェーズ 現状  
トレ

ンド  
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 B ↗ 

我が国における免疫の基礎研究分野の研究レベルは極めて高水準である。感染

分野でも、歯周病原細菌解析から生物学的にインパクトが高い研究が認められ

ている。これを更に発展させるには、研究体制や研究開発費の整備が急務であ

る。 

技術 

開発水準 
B → 

研究レベルは高くシーズはあるものの、それを応用する目的での他の研究分

野・企業との協力体制を取るのが困難なため研究レベルを技術開発に生かせて

いない。 

産業技術力 

臨床水準 
C → 

歯科分野では医薬品開発に関わる企業が少なく、資金の規模が小さい点と、そ

れに対する国家的な戦略も十分でないため産業化技術レベルは低い。 

米国 

研究水準 A ↗ 

オミックス解析データを取り込んだ研究等規模の大きな高レベル研究が多数報

告されると同時に、研究領域も広範囲に及び、歯科領域の研究を牽引してい

る。 

技術 

開発水準 
A ↗ 

大学と企業の間の緊密な協力体制による精度が高い研究が多数行われ、最高レ

ベルの開発水準を生み出している。 

産業技術力 

臨床水準 
A ↗ 

新薬・診断キットを目的とした精度の高い研究が数多くなされ、オミックスデ

ータの蓄積もなされつつあり、高い産業技術力を有する。 

欧州 

研究水準 B → 
以前と変わらず基礎的で質の高い研究が持続的に行われているが、2010年以前

と異なり米国に比肩するようなエポックメーキングなものは減少している。 

技術 

開発水準 
B → 

技術開発に関わるレベルの開発研究はあるが、実際の開発に繋がるものは少な

い。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

医薬品レベルの開発は少ないが、細菌叢を改善するサプリメント等のレベルの

製品については高い開発力を維持している。 

アジア 

研究水準 A/B ↗ 

世界的に見て中国、シンガポール等の研究のレベル、論文投稿数は劇的に増加

している。現在のところまだ歯学領域を牽引する研究は少ないが、近い将来、

増加すると考えられる。 

技術 

開発水準 
B/C ↗ 

実用化を目的とした研究は数多くなされているが、現時点では精度の点に問題

があるものが多い。海外の研究者を取り込みレベル向上に努めているため、今

後急速に向上する可能性がある。 

産業技術力 

臨床水準 
B/C ↗ 

海外技術の吸収と価格を抑えた製品の生産により、既存のものを中心に技術力

を向上させ急速に産業技術力をつけつつある。 

全体コメント 

感染免疫分野の学術研究は、元々高水準であった免疫領域の研究に加え感染領域においても歯周病原細菌解析から

生物学的にインパクトが高い研究がなされ、歯科医学の免疫感染領域を牽引する研究に近いところまで来ている。こ

れらの解析は未だ個々の研究者レベルであり、今後日本が免疫感染分野を世界的にリードする研究を生み出していく

ためには、他分野との融合、研究体制、人材育成を視野に入れた国家的なビジョンによる計画によるサポートが必要

と考えられる。 
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2-(6) 再生歯科医学 

国・地域  フェーズ 現状  
トレ

ンド  
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 A → 

歯の再生における基盤研究は継続的に進められており、そのレベルも高い。細

胞シートを用いた歯槽骨再生や唾液腺オルガノイドの開発など最先端の研究も

進められている。 

技術 

開発水準 
A ↗ 

iPS 細胞を用いた歯の再生技術や幹細胞による歯髄再生技術の開発が行われ高

いレベルを維持している。加えて、抗体医療により細胞内シグナル伝達経路の

制御による歯の再生が示されたことで、他の再生領域への波及も期待できる。 

産業技術力 

臨床水準 
B ↗ 

iPS 細胞を用いた歯の再生や唾液腺の再生研究が進展したことで、細胞ソース

の問題が解決され産業化が推進されるものと期待される。また、抗体医療によ

る歯の再生技術を用いたベンチャー企業が立ち上げられ世界的な展開をみせて

いる。 

米国 

研究水準 A → 

米国の基礎研究レベルは極めて高い。全体的に歯科領域における Topジャーナ

ル掲載数は少ないものの、過去 5年間に歯科医学再生分野における Nature姉

妹紙への掲載が 5本と Topを走る。 

技術 

開発水準 
A ↗ 

米国の技術開発は、幹細胞と材料による組織再生をさらに発展させて 3次元的

に組織を構築する Bioprinting技術の開発に移行しつつある。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

NIH主導のプロジェクトでは、3D bioprinting 技術開発やオルガノイド形成技

術の開発が進められている。また、再生医療の早期臨床試験を可能にするコン

ソーシアムの構築（C-DOCTOR）もみられ産業化への基盤構築が進められてい

る。 

欧州 

研究水準 A → 

イタリアからの論文掲載数が最も多いが、その質は必ずしも高くはないと思わ

れる。イギリス、ドイツからの論文掲載数が比較的多く、そのレベルも高いと

思われる。 

技術 

開発水準 
B → 

欧州全体からみるとインプラント関連など臨床系の論文報告が多い傾向があ

る。歯の再生関連の技術開発における進展は必ずしも多くはないと思われる。 

産業技術力 

臨床水準 
C → 

基礎研究レベルは高いが、産業化が積極的に進められているかどうかは疑問で

ある。 

アジア 

研究水準 A ↗ 

直近 5年間における中国からの歯の再生関連の論文数は急速に増え、歯科領域

の Topジャーナルである JDR数は我が国を超えている。また、韓国からの報告

も散見される。 

技術 

開発水準 
B ↗ 

直近 5年間においては、中国から掲載された歯の再生関連論文の引用回数が

100以上のものが多数見られ、我が国よりもその数は多い。中国における技術

開発水準は急速に向上しているものと思われ、韓国においても中国に次ぐ論文

の引用回数となっている。 

産業技術力 

臨床水準 
B ↗ 中国においては、再生医療を実現化する環境は整えられつつあると思われる。 

全体コメント 

過去の PubMed論文掲載数を国別で比較すると、最近 5年間（2017年〜2017年）の掲載数は、唾液腺再生分野を除く

いずれの領域においても中国からの掲載数が飛躍的に増え、既に米国の総数を上回る勢いである。一方、我が国につ

いて言えば、論文掲載数は、中国、米国に次ぐ存在であるが、韓国の掲載数が伸び我が国を追随する存在となってい

る。 
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2-(7) がん 

国・地域 フェーズ 現状 
トレ

ンド 
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 A ↗ 

口腔領域の基礎研究は浸潤転移機構、がん微小環境の解明など世界をリードす

る研究が展開されており論文数や引用件数も多い。医学、理学、多分野連携が

進んでいる。米国・欧州にくらべ歯学博士取得者が各方面で成果を上げている

ことは諸外国に比べ評価される。一方、研究者養成には大学院生や若手研究

者、アカデミア研究者の経済支援など国レベルでの整備が不可欠と思われる。 

技術 

開発水準 
B ↗ 

AMEDなどが先導する形で、オミックス研究、デジタルトランスフォーメーショ

ンによるシーズの企業導出支援の体制が我が国でも整備されつつあるが、我が

国発のコンパニオン診断、分子標的薬は諸外国に比べ依然少ない。  

産業技術力 

臨床水準 
B ↗ 

産学連携はこの 10年で進んでいるが、諸外国に比べて未だ十分とはいえな

い。 Drug repositioningによる治療標的シーズの企業導出、リキッドバイオプ

シーへの応用などシームレスな支援が望まれる。諸外国では既におこなわれて

いるが、口腔がん検体、ゲノム情報、画像データを集約するコンソーシアムの

整備と国際連携が必要である。 

米国 

研究水準 A ↗ 

政府主導による研究支援により、ゲノム研究、AI研究など世界をリードして

いる。PhD取得者のポジションが多く研究を担う中心が大学院生ではなくポス

ドクであり、レベルの高い研究が展開される。コロナ前よりオンラインで打ち

合わせが頻回で共同研究が盛んである。 

技術 

開発水準 
A ↗ 

非常に高度な研究水準を示す。しかし、多くが歯学部や歯科以外で行われてい

る。  

産業技術力 

臨床水準 
A ↗ 

ゲノム医療、がんワクチン、DDSなど過去 10年以上の基礎研究の成果の実用化

がされている。背景にはベンチャー企業への支援など国策として基礎研究の実

用化が進んでいることがある。 

欧州 

研究水準 A ↗ 
米国同様高い研究レベルを示す。大学院生の待遇（授業料無償）などもあり、

若手研究者のキャリア形成を推進する環境も整っている。 

技術 

開発水準 
A ↗ 高度な研究水準を示す。 

産業技術力 

臨床水準 
A ↗ 

欧州内、あるいは米国と連携しトランスレーショナル研究から臨床試験へと進

めるための整備を整えている。 

アジア 

研究水準 B ↗ 
中国はシングルセルレベルでのトランスクリプトーム研究、ゲノム研究ともに

研究論文数も多い。韓国、台湾、シンガポールもレベルが向上している。 

技術 

開発水準 
B ↗ 研究水準の向上に伴い、技術開発も急速に進んでいる。 

産業技術力 

臨床水準 
A ↗ 

アカデミアでの競争レベルは激しく、優秀な人材の確保に務めている。研究資

金も多く投入され、研究における DX、 オミックス研究成果の実用化、知財確

保も活発に行われている。 

全体コメント 

歯学・口腔領域のがん研究においては全体的には米国の研究がリードしているが、基礎研究においては我が国も世

界に先駆けている分野がある。研究シーズの実用化支援体制に入り込むことで我が国からの新技術発信も期待され

る。一方、希少がんの口腔がんの臨床検体を用いた研究の強化のためには、欧米諸国が先導している取組にみられる

ように検体、解析情報などの集約、整備が望まれる。アジア諸国の研究レベル、産業技術力の向上は目覚ましく、特

に中国は多くの財源を研究に投じ、DX推進によりインパクトのある研究成果を発信し我が国より優位にたっている。 
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2-(8) 歯科バイオマテリアル 

国・地域 フェーズ 現状 
トレ

ンド 
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 B → 

レジン系、接着に関して高いレベルの研究力・論文数を維持している。金属・

無機系材料でも質の高い研究力は持っているが、全体的に論文数については減

少傾向にある。 

技術 

開発水準 
A → 優れたシーズが多くあり、基礎研究から派生する技術開発水準は高い。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

産業化に関しては一層の努力が必要であり、規制緩和などの制度的改善が求め

られる。 

米国 

研究水準 C ↘ 
基礎研究、特にレジン系材料、CAD/CAMについては我が国同様に継続的に質の

高い研究が行われている。 

技術 

開発水準 
B → 

オリジナリティーの高い研究が散見される。臨床応用に直結する姿勢での研究

が多い。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 研究を実用化に結びつけ産業化を促進する制度が整っている。 

欧州 

研究水準 A ↗ 
基礎研究から応用に繋がる研究まで一貫して質の高い研究が行われている。特

にセラミックス系材料で新規性の高い開発を行っている。 

技術 

開発水準 
A ↗ 基礎研究から産業化まで一貫した体制を有している。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

特にセラミックス材料や CAD/CAM関連システムなどを一貫して応用に繋げる高

い開発力を維持している。 

アジア 

研究水準 B → 
論文数の点では急激に伸びており、オリジナリティーの高い研究も散見される

が、未だ模倣研究も多い。 

技術 

開発水準 
B ↗ 急激な投資により開発力の向上がめざましい。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 産業化に力を入れているが、新規材料・技術の実用化の点では未だ少ない。 

全体コメント 

日米欧は共に高い水準の研究を展開しているが、我が国は接着・レジン系材料に、欧米はセラミックス系材料、

CAD/CAM関連に強みを有している。アジア諸国は近年の研究開発への投資の増加から研究レベルおよび産業化の開発力

も上昇している。 
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3-(1)-① 顎顔面発生・異常の診断 

国・地域 フェーズ 現状 
トレ

ンド 
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 B → 
多くの高水準の基礎的研究が行われているが、予防や診断といった臨床応用に

直結するような革新的な結果ではない。 

技術 

開発水準 
B → 技術水準は高いものの開発力に乏しく、臨床応用に結びつくものは少ない。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 

日本独自の結果を重視したきめ細やかな治療・管理が行われており、臨床水準

は高い。ただし、顎骨の CTデータによる 3Dシミュレーション技術やビッグデ

ータの活用などに関しては若干の遅れがある。 

米国 

研究水準 B ↘ 
比較的高水準の研究が多く行われているが、より臨床に重きを置く傾向にあ

る。 

技術 

開発水準 
B → 高い産業技術力は維持されており、臨床応用されたものも出てきている。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 治療・管理については高い臨床水準を保っている。 

欧州 

研究水準 B ↘ 
比較的高水準の研究が多く行われているが、より臨床に重きを置く傾向にあ

る。 

技術 

開発水準 
B → 高い産業技術力は維持されており、臨床応用されたものも出てきている。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 治療・管理については高い臨床水準を保っている。 

アジア 

研究水準 B ↗ 

中国ならびに韓国においては基礎的研究の水準が高くなってきている。特に韓

国は顎変形症に関する研究が増えている。他のアジア諸国は一部は向上しては

いるものの、依然として低い（以下の項目も同様）。 

技術 

開発水準 
B ↗ 

中国ならびに韓国においては、技術開発の水準が高くなってきており、政府を

含めて積極性に開発を進め、臨床応用されたものも出てきている。 

産業技術力 

臨床水準 
B ↗ 

中国ならびに韓国においては、中国では豊富な症例を活かしており、韓国では

顎変形症の治療において新たな技術や機器を積極的に導入している。 

全体コメント   

我が国の研究ならびに臨床水準は全般に高いものの、技術開発の面では若干の遅れがある。米国と欧米は全般に高

水準を保っているが、臨床に重きを置いている傾向がみられる。アジアについては、特に中国や韓国の躍進があり、

中国では症例数が豊富で、研究ならびに臨床水準は高くなってきている、韓国は新たな技術や機器の導入に積極的で

ある。 
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3-(1)-② 小児歯科医学 

国・地域  フェーズ  現状  
トレ

ンド  
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準  A → 

小児の口腔機能に関する臨床研究が加速している。乳歯歯髄を用いた再生医療

技術開発などの取り組みは進行しているが、国際的には再生医療の実用化に向

けた動きが加速し、歯髄幹細胞を直接脳内の神経組織再生に応用する臨床研究

が行われており、国内の研究はやや遅れている。その背景には、研究倫理の審

査手続きの煩雑さや研究予算の規模が欧米や中国はもとより東南アジア諸国に

も後れを取っているためである。一方では、小児の新たな口腔疾患（MIHや

HSPM）に対する原因究明や疾患発症予防法の開発も期待されている。 

技術 

開発水準  
B ↗ 

大学と企業連携が加速しており、新しい歯科材料の研究が進んでいるが、とく

に、歯冠修復材料であるコンポジットレジンや予防填塞材、コーティング材の

開発が進んでいる。ロボット開発や IoT技術を駆使した歯科機器の開発は進ん

でいるが、コスト面で実用化の障壁となっている。また、口腔機能の診断に関

する検査機器の実用化はやや停滞しており課題といえる。 

臨床水準  B → 

臨床水準としては、国内での格差は大きいといえる。とくに専門医制度は充実

しているものの、地域格差が大きく、小児歯科専門医が大都市圏に集中してい

る。国際的にみた臨床水準は欧米と互角のレベルを維持しているが、小児歯科

医育成プログラムおよび医療体制については十分とはいえないため、さらなる

改善が期待される。 

米国 

研究水準  A → 

研究全般において世界をリードしており、小児歯科関連のメジャー誌への投稿

数は最も多い。さらに、学術論文のクオリティも高く、修復材料や新技術の開

発研究が進んでいる。 

技術 

開発水準  
A → 

新しい材料開発に関しては、依然として世界の中心であり、特に、FDAの存在

が大きく、開発から製品化までがスピーディである。 

臨床水準 A → 

小児歯科専門医育成の体制および医療体制が構築されていることから、高い医

療水準にあるといえる。常に最新の歯科材料や機器が臨床応用される環境にあ

る。 

欧州 

研究水準  A → 診断や修復材料に関する研究は現状を維持している。 

技術 

開発水準  
B ↘ 

大学と企業の共同研究による技術開発は行われてはいるが、経済状況などから

新しい技術開発が停滞している。 

臨床水準 A → 
小児歯科専門医育成の体制および医療体制が構築されていることから、高い医

療水準にあるといえる。 

アジア 

研究水準  A ↗ 

小児歯科領域に関する国際誌（小児歯科領域のメジャーな雑誌、3誌）への掲

載論文数も着実に伸びでおり、とくに中国や韓国の投稿数が顕著に増加し、基

礎および臨床研究のアクティビティが上がっている。一方で、アジア全体とし

ては、COVID-19感染拡大の影響や政情不安により、研究体制（設備・予算）の

整備は十分とは言えない。 

技術 

開発水準  
B ↗ 自国オリジナルの技術開発については、発展途上である。 

臨床水準 B ↗ 
臨床水準はアジア全体をみると格差が大きいといえる。とくに、中国と韓国を

中心に、臨床レベルは高くなってきている。 

全体コメント 

我が国の小児歯科に関する研究水準や臨床水準は、アジアにおいては依然として高いレベルにあり、欧米と比較し

ても高いレベルを維持している。とくに、う蝕予防に関する材料の開発や歯冠修復材料の開発が進んでいる。さら

に、我が国の小児歯科医療は、疾患対応から予防さらには口腔機能の育成へとパラダイムシフトしており、今後は口

腔機能の診断技術の開発や製品化が加速するものと考えられ、検査機器や AI・IoT機器の開発で世界をリードすること

が期待される。しかしながら、小児歯科に関する研究者の育成は停滞しており、国際誌への投稿数もアジアの中で

も、中国や韓国に差をつけられていることから、製品の実用化の下支えとなる基礎医学的研究の質の脆弱さが危惧さ

れる。 
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3-(1)-③ 不正咬合の改善 

 

 

 

 

  

国・地域  フェーズ  現状  
トレ

ンド  
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準  A → 

「歯科矯正用アンカースクリュー等」、「顎顔面先天異常」、「口腔顎顔面発生お

よび再生医療」、「顎口腔機能の高次脳中枢制御機構」、「メカニカルストレスと

骨代謝」等に関連した研究で世界をリードしている。 

技術 

開発水準  
A → 

過去にダイレクトボンディング法、NiTi 合金ワイヤー、歯科矯正用アンカース

クリュー等の実用化で世界をリードしてきたが、デジタル技術を応用した先端

医療技術開発等ではやや立ち遅れが懸念される。 

産業技術力 

臨床水準  
A → 

認定医制度、指導医制度、臨床指導医制度が整備され、高水準の臨床を維持し

ている。また顎変形症や先天異常患者の治療に対する保険制度が整備されてい

る。 

米国 

研究水準  A → 

研究指向のアカデミア人材が不足し、基礎・臨床研究の基盤強化が今後の課題

となっている。研究の立ち遅れが近年顕著となっており、科学的知見に立脚し

た新規医療技術開発のプロセス構築が危ぶまれている。 

技術 

開発水準  
A → 

コーンビーム CT、口腔内スキャナー、3D シミュレーション、３Dプリンタを用

いた臨床が急速に普及発展してきている。一方、これらの多くは企業主導で進

められており、科学的根拠の蓄積が課題である。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 

治療の質・量ともに他国に比べて高水準を保っている。世界に先駆けて専門医

制度の大幅改革を敢行し、新たな時代に即した臨床レベルの維持・向上を目指

してシステム作りを進めている。 

欧州 

研究水準  A → 

臨床研究やトランスレーショナル研究が幅広く行われており、その水準は高

い。北欧、英国、オランダ、ドイツ、スイス等の研究水準は高いが、他国では

研究水準にかなりばらつきが見られる。 

技術 

開発水準  
A → 

ドイツや北欧などを中心に、精密な矯正用インスツルメンツや矯正用装置を開

発する企業もあり、国際的にみて技術開発水準は高いといえる。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 

専門医制度が整備されており矯正治療の水準の維持が図られている。北欧や他

の一部の国々では、口蓋裂や先天異常患者の治療システムが良好に整備されて

いる。一方で、治療のレベルは各国間でばらつきが大きい。 

アジア 

研究水準  B ↗ 

中国、韓国の研究水準はすでに欧米や日本と比肩するレベルに到達している。

特に中国の成長は著しく、質、量ともに米国を猛追している。台湾、シンガポ

ール、タイ等においても研究レベルの向上が見られる。 

技術 

開発水準  
B ↗ 

韓国企業の治療用装置・器具やデジタル技術を応用した検査機器等の開発力は

世界有数といえる。中国も早晩追いついていくことが予想される。それに比し

て、中央、東南アジア諸国はまだ発展途上の段階にあるといえる。 

産業技術力 

臨床水準 
C ↗ 

韓国、台湾の臨床レベルは総じて高い。それ以外の国々でも歯科矯正のニーズ

の高まりに応じて臨床レベルは急速に向上しつつある。多くの国々で専門医制

度が確立され、臨床技能の向上が図られてきている。 

全体コメント  

我が国の歯科矯正学は、基礎研究や、新規治療法開発やその評価で世界をリードしてきた。その一方で、歯科医療へ

のデジタル技術の応用が進む中で、アライナー型矯正装置に代表されるような新しい治療技術が急速に普及してきて

いる。しかし、それとは裏腹に、これらの治療の根拠となる科学的エビデンスが追いついていないのが現状である。

もし我が国がこのような世界的風潮と一線を画した発展を目指し、より安全かつ予知性の高い治療技術の開発と実践

を実現することができれば、世界的な規範となり指導力を発揮することができるものと期待される。 
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3-(2)-① 予防歯科・口腔保健 

国・地域  フェーズ  現状  
トレ

ンド  
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準  B ↗ 
口腔微生物の研究、メタゲノム・メタボローム解析は高い水準にあるが、う蝕

予防や健康格差に関する研究・論文は少ない。 

技術 

開発水準  
B → 

個々の研究の技術や分析に関しては比較的高い水準であるが、企業との連携や

製剤等の開発は進んでいない。 

産業技術力 

臨床水準  
B ↗ 

口腔衛生管理や予防製剤の開発がみられ、先制歯科医療の素地はあり、機運は

高まっており、今後が期待される。 

米国 

研究水準  B → 
口腔常在微生物データベースの構築など研究水準は非常に高い。健康格差等に

関する論文が多いが、歯科ＵＨＣの研究は少ない。 

技術 

開発水準  
A ↗ 研究の成果を事業化する動きが活発で、技術開発も上昇傾向である。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

最新の治療や機器・材料が臨床応用できる環境にあるため高水準であるが、公

正性を担保した予防への展開には懸念がある。 

欧州 

研究水準  A ↗ 
口腔バイオフィルム研究は高水準にあり、臨床研究も活発である。公衆衛生的

に歯科の重要性の客観的な分析・発信されている。 

技術 

開発水準  
B → 

産学連携による技術開発は活発であるが、新たな技術の開発の点では活発とい

えない。 

産業技術力 

臨床水準 
B ↗ 

従来の予防歯科医療の展開に加え新たな応用が試みられているが、実用化に至

っていない。公衆衛生施策は国による格差あり。 

アジア 

研究水準  B ↗ 
中国からの研究報告が多くなされているが、その水準には格差がみられる。タ

イや韓国なども国際的論文が多くなっている。 

技術 

開発水準  
B ↗ 中国・韓国で製剤・製品開発に向けた機運が向上している。 

産業技術力 

臨床水準 
C ↗ 

中国や豪州は比較的高水準であるが、国、地域による格差が大きく評価が難し

い。 

全体コメント  

 世界各国で口腔バイオフィルムの研究や解析が活発である。しかし、口腔疾患予防製品や施策を応用するには、ま

だ、しばらく時間がかかるであろう。また、日本の歯科ＵＨＣの高レベル達成や皆保険制度についての研究が少な

く、国際社会への学術的な発信力を高めることが重要な課題である。 
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(3-(2)-② 保存治療 

国・地域  フェーズ 現状  
トレ

ンド  
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 A → 

全般的に高水準で、特に接着性修復材料や OCTについては質・量ともに世界を

リードしている。歯髄の修復、再生についても質の高い研究成果が発信されて

いるが、米国と比較して少数である。臨床研究のさらなる推進が望まれる。 

技術 

開発水準 
A ↗ 

う蝕治療用修復材料の開発水準は世界最高レベルにあり、産学連携による製品

開発も活発である。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 

保険医療制度や専門医教育制度などの理由から、概して高水準ながら格差がみ

られる。 

米国 

研究水準 A → 

接着性修復材料については高水準にあるが、世界最先端とまでは言えない。再

生歯内療法の研究では世界をリードしている。レベルの高い基礎研究もみられ

るが、アクティビティ向上の傾向は顕著と言えない。 

技術 

開発水準 
A → 企業主体の技術開発が高い水準を維持している。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 

専門医育成体制や医療体制が整備されており、最新の機器・材料が臨床応用で

きる環境にもあるため、高水準である。 

欧州 

研究水準 A → 
接着性修復材料については高水準を維持している。高いレベルの生物学的研究

も報告されているが、量が多いとは言えない。臨床研究は活発である。 

技術 

開発水準 
A → 産学連携による技術開発が活発に展開されている。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 国による格差はみられるが、概して高い水準にある。 

アジア 

研究水準 B ↗ 
う蝕や修復材料についての研究は少数である。歯髄の修復、再生については中

国発の基礎研究が続々と報告されているが、その水準には格差がみられる。 

技術 

開発水準 
C ↗ 

製品開発の機運向上はみられるが、先行製品の模倣的な製品が中心であり、オ

リジナリティーの高いものとはいえない。 

産業技術力 

臨床水準 
C ↗ 

国、地域による格差が大きい。韓国は比較的高水準と評価される。中国も経済

発展とともに水準向上が図られているが、依然として格差がみられる。 

全体コメント 

 接着性修復材料の研究・開発水準は、従来より世界をリードしてきた多くの実績があり、現在なお質・量ともに最

高水準にある。歯髄の生物学的研究も概して高質であるが、研究者層の厚みの向上が課題である。臨床研究について

は、欧米レベルの積極的取り組みが望まれる。  
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3-(2)-③ 歯周病 

国・地域 フェーズ 現状 
トレ

ンド 
留意事項などコメント全般 

日本 

研究水準 A ↗ 
2009-2013年では Periodonticsにおける Top10%論文は 7.9%であったが、11.4%

と上昇した。 

技術 

開発水準 
A → 再生医療等製品の開発が進められている。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 保険で受けられる再生療法として、リグロスⓇの普及が進んでいる。 

米国 

研究水準 A → 
臨床研究において、大規模試験を行っている。基礎研究においては細菌およ

び免疫において高い水準を維持している。 

技術 

開発水準 
A → 医工連携が歯周領域でも進められている。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 歯周病専門医の育成体制が整っている。高い臨床水準を保っている。 

欧州 

研究水準 A → 
基礎研究よりも臨床研究が活発に行われている。イギリス、スイス、スウェ

ーデンでは本邦より多い Top10％論文を報告している。 

技術 

開発水準 
A → 

インプラントやレーザーを用いた治療において、術式や機器の改良が進んで

いる。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 歯周病専門医の育成体制が整っている。高い臨床水準を保っている。 

アジア 

研究水準 B ↗ 中国では再生療法の分野において、高い評価の論文が増えている。 

技術 

開発水準 
B ↗ 分子生物学的、また遺伝子工学を用いた手法を用いて、開発が進んでいる。 

産業技術力 

臨床水準 
C ↗ 臨床技術の向上に努めている。 

全体コメント 

 再生療法においては保険適用の再生療法が普及し、また、Periodontal Medicineにおいては医科のガイドラインのエ

ビデンスとなるなど、国民の健康に直接的に影響する研究が発展した。免疫においては、シングルセル解析やメタゲ

ノム解析等の新技術による歯周病の病態解明研究が発展した。 
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3-(3) 咀嚼機能の回復と維持 

国・地域  フェーズ  現状  
トレ

ンド  
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準  A ↗ 
臨床研究、臨床生理学的研究、基礎研究といった各階層の研究が実施されてい

る。 

技術 

開発水準  
A ↗ 社会実装された技術・システムが多数存在する。 

産業技術力 

臨床水準  
A ↗ 臨床的に注目を集めている領域であり臨床水準も高い。 

米国 

研究水準  A → 
大規模臨床研究が実施されており、国際的には高いレベルであるが、高齢者領

域の研究は日本、欧州に及ばない。 

技術 

開発水準  
B → 関連する社会実装された技術・システムが多くはない。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 高齢化に対する対応は必ずしも十分ではない。 

欧州 

研究水準  A → 
臨床研究を中心に臨床生理学的研究、疫学研究を含めた研究が実施されてい

る。臨床研究分野は歴史的には世界をリードしてきた。 

技術 

開発水準  
A → これまで社会実装された技術・システムが多数存在する。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 臨床水準も高い。 

アジア 

研究水準  C → 
近年、ブラキシズム、QOL関連の研究論文が出始めたが、質・量ともに高いと

言い難い。 

技術 

開発水準  
D → 技術開発までに至っていない。 

産業技術力 

臨床水準 
D → 高齢化がまだ進んでおらず、臨床も評価までに至っていない。 

全体コメント 

咀嚼機能の回復方法のための装置製作のデジタル化（機器開発、ソフト開発等）について、他項に記載通りである

が、基盤となる工学技術は揃っており、産学官一体となって進める必要がある。 

咀嚼機能の評価、維持、波及効果に関する研究、技術開発、臨床水準については世界をリードしており、最高水準と

考えられる。 
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3-(4) 口腔がん、唾液腺疾患に対する予防・治療 

国・地域  フェーズ  現状  
トレ

ンド  
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準  A ↗ 

口腔がんや唾液腺疾患については高い研究水準を維持しており、特に唾液腺疾

患については精力的に研究が行われている。欧米と比較して遅れていた多施設

共同研究やレジストリについては増加傾向にある。 

技術 

開発水準  
B → 技術開発水準は高いものの、産学連携による新たな技術開発は多くはない。 

産業技術力 

臨床水準  
A → 

高い臨床水準を維持しており、全国的な治療レベルの均霑化が進んでいるが、

新たな技術の導入については特筆すべきものは少ない。 

米国 

研究水準  A → 
高い研究水準を維持しているものの、臨床に重きを置いている傾向があり、多

施設共同研究は盛んで、新薬に関する多くの臨床研究が実施されている。 

技術 

開発水準  
A → 技術開発水準は高いものの、新薬の開発は精力的に行われている。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 

高い臨床水準を維持しているが、新たな技術の導入については特筆すべきもの

は少ない。 

欧州 

研究水準  B → 
研究水準はそれ程高くはないが、臨床に重きを置いている傾向があり、多施設

共同研究は盛んで、新薬に関する多くの臨床研究が実施されている。 

技術 

開発水準  
B → 技術開発水準は低くはないものの、特筆すべき新たな技術開発はない。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 

高い臨床水準を維持しているが、新たな技術の導入については特筆すべきもの

は少ない。 

アジア 

研究水準  B ↗ 
中国と韓国に関しては研究水準が高くなってきており、特に中国の研究論文数

は増加傾向にある。 

技術 

開発水準  
B → 技術開発水準は高くなってきているが、特筆すべき新たな技術開発は少ない。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 患者数は多いものの、臨床水準は決して高いとは言えはない。 

全体コメント   

口腔がんに関しては研究ならびに臨床水準は高く、治療成績も欧米と同等かそれ以上であるが、新薬の開発と臨床

研究に関しては欧米が盛んで、我が国は遅れている。唾液腺疾患に関しては、研究ならびに臨床水準は高く、特に研

究水準では世界をリードしている。 

 
  



 

50 

4-(1) 基礎歯科医学におけるドライ解析・ビッグデータを用いた最先端研究 

国・地域  フェーズ  現状  
トレ

ンド  
留意事項などコメント全般  

日本 

研究水準 B → 

基礎研究におけるドライ解析は基礎歯科医学の領域でも急速に広まっている。口

腔がんのような希少疾患の解析のように、ネットワークの構築を基にした共同研

究において課題はあるものの、様々な基礎歯科医学の分野でドライ解析を基にし

た研究は発展し、アクティビティの向上が期待される。 

技術 

開発水準 
A → 

ドライ解析自体の開発力は高く、分野横断的あるいは他施設共同研究を実施する

土壌は醸成されており、今後の技術開発が期待される。 

米国 

研究水準 A → この分野の研究を牽引している。レベルの高い基礎研究が多数報告されている。 

技術 

開発水準 
A → 技術開発は高い水準を維持している。 

欧州 

研究水準 B → 
欧州全体でみると、高い研究レベルが維持されている。国によって、そのレベル

に差がみられる。他施設研究などによって、質の高い研究が維持されている。 

技術 

開発水準 
A → 技術開発は高い水準を維持している。 

アジア 

研究水準 B ↗ 
インド、中国、台湾などにおいて高い研究レベルの報告が増加している。それ以

外の国では、研究レベルは高くない。 

技術 

開発水準 
C ↗ インド、中国、台湾などにおいて、新たな技術開発がなされている。 

全体コメント 

 基礎歯科医学におけるビッグデータを用いたドライ解析は様々な研究分野で発展すると思われる。研究成果を上げる

ためにも、多施設での共同研究の推進やバイオバンクの構築・活用などが今後の課題である。 
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4-(2) 歯科臨床におけるバイオインフォマティクスと医療ビッグデータ 

国・地域 フェーズ 現状 
トレ

ンド 
留意事項などコメント全般 

日本 

研究水準 A → 

全般的に高水準である。歯周分野におけるオミクス研究は充実している。データ

サイエンスを実施するための基盤は整備されている。国民皆保険制度で幅広く歯

科医療がカバーされており、医療ビッグデータを活用した研究の増加が見込まれ

る。希少疾患の解析を効率よく実施するための共同研究体制が今後の課題であ

る。 

産業技術力 B → 

オミクス解析などの研究基盤は整備されつつある。共同研究を発展させるために

は、データ管理体制の構築が課題である。National Databaseが整備され、今後医

療ビッグデータの活用を実施するための基盤は構築されている。データサイエン

スの人材確保が課題である。 

米国 

研究水準 A → 
全般的に高水準である。特に、希少疾患の疾患関連遺伝子の探索におけるコンソ

ーシアム化が進み、優れた成果が出されている。研究基盤は充実している。 

産業技術力 A → 
データサイエンスの開発をハード・ソフトの両面化から牽引するポテンシャルを

有している。 

欧州 

研究水準 A → 

全般的に高水準である。歯周分野の研究でみられるように、共同研究体制の構築

に秀でており、国によって差は認められるものの、歯科におけるデータサイエン

スをリードしている。医療ビッグデータが整備されており、今後、この分野での

研究の発展が予想される。 

産業技術力 B → 
データサイエンスの開発をハード・ソフトの両面から牽引するポテンシャルを有

している。 

アジア 

研究水準 B ↗ 
オミクス関連の研究において中国の台頭は目覚ましい。中国・韓国以外では低調

である。 

産業技術力 

臨床水準 
C ↗ 

中国のさらなる発展が予想される。中国・韓国以外での成果はほとんど認められ

ない。 

全体コメント 

データサイエンスの歯科臨床への応用は発展中の課題である。歯周疾患の GWAS解析においては、我が国は世界をリー

ドしてきた。そのため、社会基盤としての研究実施体制は構築されている。一方では、希少疾患の解析においては、サ

ンプルの確保が重要であり、研究体制の構築において今後の課題がある。疫学分野におけるデータサイエンスにおいて

は、我が国の National Databaseを用いた医療ビッグデータを活用した研究の増加が見込まれる。 
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4-(3) 歯科医学と AI・ICT（診断、遠隔診断）、歯科医療のデジタル化  

国・地域 フェーズ 現状 
トレ

ンド 
留意事項などコメント全般 

日本 

研究水準 B → 我が国全般に遅れているが、歯科は特に遅れている 

技術 

開発水準 
B → 先端的な研究、技術はあるが、歯科への導入は遅れている。 

産業技術力 

臨床水準 
C → 既存の歯科産業企業では開発できない。 

米国 

研究水準 A ↗ 
DXが加速しており、歯科はそれほどではないが、それでも我が国とは比較にな

らない。 

技術 

開発水準 
A ↗ 新たな技術がどんどん投入されている。 

産業技術力 

臨床水準 
A ↗ 新しいスタートアップなどでの開発が進む。また臨床への導入も早い。 

欧州 

研究水準 A ↗ 米国とほぼ同様。 

技術 

開発水準 
A ↗  

産業技術力 

臨床水準 
A ↗  

アジア 

研究水準 B ↗ 中国の一部の大学、企業は欧米を追いかけている。 

技術 

開発水準 
A ↗  

産業技術力 

臨床水準 
A ↗  

全体コメント 

 我が国の状況は危機的である。 
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4-(4) 歯科治療のグリーン化（脱材料化）、レジリエント化 

国・地域 フェーズ 現状 
トレ

ンド 
留意事項などコメント全般 

日本 

研究水準 B → 
歯科での研究の裾野が狭い。また基盤となるデジタル技術は欧米に比べ 10年

分遅れている。 

技術 

開発水準 
B → 先端的な技術開発はヨーロッパに劣る。 

産業技術力 

臨床水準 
A → 

臨床は良く対応している。また歯科産業界の対応としては海外よりも進んでい

る。 

米国 

研究水準 A ↗ AI、デジタル機器の開発は、我が国のかなり前を行く。 

技術 

開発水準 
A ↗ 歯科への導入も進む。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 

AIの臨床導入は早い。しかし他の機器開発や、災害対応に関しては遅れてい

る。 

欧州 

研究水準 A → AI、デジタル機器の開発は、我が国のかなり前を行く。 

技術 

開発水準 
A → 技術開発はスタートアップを中心に進んでいる。 

産業技術力 

臨床水準 
B → 臨床導入は遅い。 

アジア 

研究水準 C ↗ 未だ発展途上。 

技術 

開発水準 
C ↗ 技術開発は未だ遅れている。 

産業技術力 

臨床水準 
C ↗ 上記と同様。 

全体コメント 

本分野は今後の成長分野であり、いち早い対応が必要とされる。しかしデジタル化では欧米に大きく後れを取っ

ており、キャッチアップが必要。材料開発等も遅れている。ただし災害歯科医療の実践は我が国が先行しており、

この有利性を活かすべき。 
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＜参考資料＞歯学委員会、基礎系歯学分科会、病態系歯学分科会、臨床系歯学分科会に

おける審議作成経過および関係する団体等との調整、周知 

 

令和 3 年 1月 22日 第 25 期第 2回歯学委員会および第 1回基礎系歯学分科会、第 1

回病態系歯学分科会、第 1回臨床系歯学分科会合同会議で報告

「歯学・口腔科学分野の課題と展望 2022」を作成することを決

定。 

（その後役員で、報告の内容、執筆者、手順等を協議） 

令和 3年 6月 25日 第 25 期第 3回歯学委員会で報告「歯学・口腔科学分野の課題と

展望 2022」の企画内容を承認。 

（その後役員－執筆者で、各学協会と調整しながら、執筆内容、

様式等を調整） 

令和 4年 3月 8日  第 25 期第 4回歯学委員会で報告「歯学・口腔科学分野の課題と

展望 2022」の作成進捗状況を報告し、内容、方向性を確認、了

承。 

(令和 3年度に開催された 3分科会でも報告、確認) 

令和 4 年 5月 歯学委員会、基礎系歯学分科会、病態系歯学分科会、臨床系歯学

分科会の各委員、執筆者協力者および一般社団法人日本歯学系学

会協議会（加盟 81団体学協会連合）に報告案を提示、意見聴

取。 

令和 4年 6月 歯学委員会、基礎系歯学分科会、病態系歯学分科会、臨床系歯学

分科会の各委員、執筆者協力者に本報告最終案を提示、確認。 

令和 4 年 7月 5日 第 25 期第 5回歯学委員会で（案）報告「歯学・口腔科学分野の

課題と展望 2022」を承認。 

周知活動 日本歯学系学会協議会 のホームページに、本報告と本報告を作

成するために執筆した一次論文をアーカイブとして掲載し、誰で

もが学術活動の参考にできるようにし、その旨を日本歯学系学会

協議会メーリングリストで案内をする。 

一般社団法人日本歯科医学会連合と共催で、本報告内容を市民、

関係団体への周知を目的に公開講演会を実施する。 
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